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「三重県公益法人等年次報告」について 
 
 平成 17 年度三重県公益法人等年次報告は、県が所管する公益法人及び公益信託に関す

る条例（平成 14 年三重県条例第 42 号。以下「条例」といいます。）第 51 条、県が所管

する公益法人及び公益信託に関する条例施行規則（平成 14 年三重県規則第 57 号。以下

「規則」といいます。）第 36 条並びに教育委員会関係県が所管する公益法人及び公益信

託に関する条例施行規則（平成 14 年三重県教育委員会規則第 21 号。以下「教育委員会

規則」といいます。）第 36 条に基づき取りまとめ、三重県公益法人等審議会の意見を聴

いたうえで公表するものです。 

 

条例第 51 条 知事等は、公益法人の業務及び財産の状況、公益信託に係る信託事務及び財産の状況並びに公益法人 

 及び公益信託に係る指導、許可、認可、監督及び検査の状況を、規則で定めるところにより、毎年 1 回、年次報告 

 として取りまとめ、審議会の意見を聴いたうえで、これを公表しなければならない。 

規則第 36 条 条例第 51 条の年次報告は、次に掲げる事項について取りまとめるものとする。 

 1 公益法人及び公益信託の現況及びその制度の概要 

 2 知事が所管する公益法人及び公益信託の現況 

 3 知事が所管する公益法人及び公益信託に対する指導内容等 

 4 その他知事が必要と認める事項 

教育委員会規則第 36 条 条例第 51 条の年次報告は、次に掲げる事項について取りまとめるものとする。 

 1 公益法人及び公益信託の現況及びその制度の概要 

 2 教育委員会が所管する公益法人及び公益信託の現況 

 3 教育委員会が所管する公益法人及び公益信託に対する指導内容等 

 4 その他教育委員会が必要と認める事項 

 
 
 
 
 
 
 
 

    

平 成 17 年 9 月 30 日  

                           三重県知事 野呂 昭彦  
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第 1 章 公益法人制度の概要 

 

第 1 節 公益法人の定義 

 

1 公益法人の定義 

 

  公益法人とは、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 34 条に基づいて設立される社団法

人又は財団法人のことであり、その設立には、①公益に関する事業を行うこと、②営利

を目的としないこと、③主務官庁の許可を得ることが必要です。 

 

2 社団法人と財団法人 

 

 社団法人は、一定の目的の下に結合した人の集合体であって、団体として組織、意思

等を持ち、社員とは別個の社会的存在として団体の名において行動する団体です。 

 財団法人は、一定の目的の下に拠出され、結合されている財産の集まりであって、公

益を目的として管理運営される団体です。 

 

3 広義の公益法人等 

 

 社団法人及び財団法人に加え、民法以外の特別法に基づいて設立される公益を目的 

とする法人を含めて、広義の公益法人ということがあります。その例としては、学校法

人（私立学校法）、社会福祉法人（社会福祉法）、宗教法人（宗教法人法）、医療法人（医

療法）、更生保護法人（更生保護事業法）、ＮＰＯ法人（特定非営利活動促進法）等があ

ります。これらの法人の設立に当たっては認可主義あるいは認証主義が採られており、

民法に基づく公益法人の設立は許可主義が採られていることに比べて、主務官庁の裁量

の幅が狭まっています。 

 公益も営利も目的としない中間的な団体については、法人格の取得を可能とするため

の一般的な法制度として中間法人法が平成 14 年 4 月に施行されました。また、特別法の

規定に基づく中間的な団体としては、例えば、労働組合（労働組合法）、信用金庫（信用

金庫法）、協同組合（各種の協同組合法）、共済組合（各種の共済組合法）等があります。  

 

第 2 節 公益法人に関する法制度 

 

1 公益法人制度の法的根拠 
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 公益法人は、民法第 34 条に基づき設立されるものであり、民法第 1 編第 2 章〔法人〕

においては、公益法人の設立、公益法人の組織、定款の変更、公益法人の登記、公益法

人の能力、公益法人の解散等の事項に関する規定が置かれています。 

 

2 三重県における条例等の整備 

 

  三重県においては、三重県知事又は三重県教育委員会の所管に属する公益法人及び公

益信託に係る許可等の手続等を定めることにより、公益法人及び公益信託に係る制度に

ついて、透明性の高い、効率的かつ公正な運用を図り、もって地方分権の時代にふさわ

しい公益を実現するために、「県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例（平成 14

年三重県条例第 42 号）」（以下「条例」といいます。）が制定されています。 

 また、三重県公安委員会の所管に属する公益法人については、民法や条例の他に、「三

重県公安委員会の所管に属する公益法人の設立、監督等に関する規則（平成 14 年三重県

公安委員会規則第 8 号）」が制定されています。 

 

第 3 節 公益法人に対する指導監督等に関する制度及び取組 

 

1 主務官庁制 

 

 民法の規定により、公益法人の設立許可及び指導監督に関する権限は、主務官庁に与

えられています。主務官庁とは、公益法人の目的・事業に関連する事務を所掌している

内閣府及び 10 省の中央官庁を指し、その目的・事業が複数の中央官庁の所掌に関連する

場合には、それらの中央官庁が共管として主務官庁になります。 

 

2 都道府県知事等による事務の処理等 

 

 主務官庁の権限は、政令の定めるところにより、国に所属する行政庁に委任したり、

都道府県の知事その他の執行機関が当該権限に属する事務を処理することができる旨民

法に規定されています。この規定に基づき制定された「公益法人に係る主務官庁の権限

に属する事務の処理等に関する政令（平成 4 年政令第 161 号）」により、都道府県知事等

による事務処理及び地方支分部局の長への委任が定められています。 

 

3 公益法人の所管官庁 

 公益法人の設立許可、指導監督等に係る事務を実際に担当している行政庁を、「公益法

人の設立許可及び指導監督基準」（以下「指導監督基準」といいます。）等において、「所
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管官庁」と称しています。 

 統一的な指導監督等の基準としては、「指導監督基準」、「公益法人の設立許可及び指

導監督基準の運用指針」（以下「運用指針」といいます。）等があり、これらの基準等に

沿った指導監督等が行われています。 

 

4 三重県における指導監督等を行うための仕組み  

 

  三重県においては、知事が所管官庁の場合は公益法人の目的とする事業を所管する知

事部局各室が所管室となり、教育委員会が所管官庁の場合は教育委員会事務局予算経理

室が所管室となります。また、公安委員会が所管官庁の場合は警察本部各課が所管課と

なります。 

 三重県における公益法人の指導監督体制は、知事部局においては公益法人を所管する

各室が直接、指導監督を行っています。また、各部局に当該部局内の公益法人業務の総

括及び検査を担当する室が置かれています（検査については、各担当室が実施している

部局もあります。）。総務局法務・文書室は、各部局に対して総合調整を行っています。 

 教育委員会においては、教育委員会事務局予算経理室が教育委員会関係の公益法人を

直接、指導監督を行うとともに、検査を実施しています。 

 なお、出資法人等、県と密接に関連する公益法人については、当該事業に関連する室

と合同で検査を実施しています。 

 公安委員会においては、公益法人を所管する各課が直接、指導監督及び検査を行い、

警務部警務課が総合調整を行っています。 

 

 

  

 

 

 

 



第 2 章 公益法人に関する最近の施策 

 

第 1節 公益法人改革 

 

1 公益法人に対する行政の関与の在り方の改革 

 

 公益法人に対する行政の関与の在り方については、平成 12 年 12 月 1 日に閣議決

定された「行政改革大綱」（資料 1）において、官民の役割分担、規制改革及び財政

負担の縮減・合理化の観点から、①国から公益法人が委託等、推薦等を受けて行っ

ている検査・認定・資格付与等の事務・事業、②国から公益法人に対して交付され

ている補助金・委託費等について厳しい見直しを行うこととされました。これを受

け、政府部内で必要な検討・調整がされた結果、平成 14 年 3 月 29 日に「公益法人

に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」（資料 2。以下「実施計画」といいま

す。）が閣議決定されました。同実施計画は、集中改革期間に位置付けられる平成

17 年度末までの間に取り組むべき内容が示されたものであり、各府省においては、

同実施計画に基づく改革が着実に実行されているところです。 

 

2 公益法人制度の抜本的改革 

 

(1) 公益法人制度の抜本的改革について 

 民間非営利部門の活動の促進は、21 世紀の我が国の社会を活力に満ちた社会とし

て維持していく上で極めて重要です。この民間非営利部門の活動を担う代表的主体

として、公益法人は、歴史的に一定の大きな役割を果たしてきていますが、一方で、

主務官庁の許可主義による我が国の公益法人制度は、明治 29 年の民法制定以来、

100 余年にわたり抜本的な見直しが行われておらず、様々な批判及び指摘を受ける

に至っています。 

 このため、政府においては、平成 14 年 3 月 29 日に「公益法人制度の抜本的改革

に向けた取組みについて」（資料 3）を閣議決定し、公益法人制度について、関連制

度を含め抜本的かつ体系的な見直しを行うこととされました。 

 上記閣議決定を受けて、内閣官房は、関係府省及び民間有識者の協力の下、改革

の基本的枠組み等についての検討に着手しました。そして、平成 14 年 8 月 2 日に

「公益法人制度の抜本的改革に向けて（論点整理）」を公表し、さらに、同年 11 月

から、有識者からなる「公益法人制度の抜本的改革に関する懇談会」を行政改革担

当大臣の下に開催し、意見の聴取が行われました。また、与党においても、公益法

人制度の抜本的改革に向けた意見集約が図られ、平成 15 年 5 月 30 日、政府に対す

る申入れが行われました。 

 このような検討過程を経て、政府は、平成 15 年 6 月 27 日に、公益法人制度の抜
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本的改革の基本的枠組みやスケジュール等を明らかにした「公益法人制度の抜本的

改革に関する基本方針」（資料 4。以下「基本方針」といいます。）が閣議決定され

ました。 

 

(2) 改革の具体化に向けた検討 

基本方針においては、①公益性の有無にかかわらず準則主義（登記）により簡便

に設立できる一般的な非営利法人制度を創設すること、②公益性を有する場合の優

遇措置の在り方については、特別法に基づく法人制度を含めた全体の体系の整合性

に留意しながら、公益性の客観的で明確な判断基準の法定化や独立した判断主体の

在り方等を含め検討すること等の改革の基本的な方針が示されるとともに、「有識者

の協力を得つつ、関係府省との連携の下、内閣官房において上記の新たな非営利法

人制度の検討を進め、平成 16 年末までを目途にさらに基本的枠組みを具体化した上

で、所管省において税制上の措置に係る専門的検討を進めることとし、平成 17 年度

末までに法制上の措置等を講ずることを目指す」こととされています。 

 これを受け、改革の具体化に向けた検討を進めていくに当たり、関係府省の緊密

な連携を図るため、平成 15 年 8 月 1 日、内閣官房、総務省、法務省及び財務省の局

長クラスを構成メンバーとする「公益法人制度の抜本的改革に関する関係府省連絡

協議会」が設置されました。 

 また、政府における検討の参考に資するため、平成 15 年 11 月から、行政改革担

当大臣の下に、有識者からなる「公益法人制度改革に関する有識者会議」（以下「有

識者会議」といいます。）が開催されました。有識者会議の下には「非営利法人ワー

キンググループ」が設けられ、公益性の有無にかかわらない新たな非営利法人制度

についての専門的な検討が進められました。 

 有識者会議では、改革の意義、新たな非営利法人制度、公益性を取り扱う仕組み

のあり方等について幅広い議論が行われ、平成 16 年 3 月 31 日に「議論の中間整

理」が公表されました。その後、一般から寄せられた意見や法人関係者からのヒア

リングも参考にしつつ、新制度への移行のあり方等の課題について具体的な検討が

進められ、同年 11 月 19 日に「報告書」（資料 5）が取りまとめられ、公表されまし

た。 

 このような検討過程を経て、政府において、平成 16 年 12 月 24 日に「今後の行政

改革の方針」（資料 6）が閣議決定され、その中で「公益法人制度改革の基本的枠組

み」が具体化されました。 

 

(3) 公益法人制度改革の基本的枠組み 

 「今後の行政改革の方針」の中で具体化された「公益法人制度改革の基本的枠組

み」の概要は以下のとおりです。 

① 改革の方向性 

法人格の取得と公益性の判断を分離し、公益性の有無にかかわらず、準則主
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義（登記）により簡便に設立できる一般的な非営利法人制度を創設する。 

② 一般的な非営利法人制度 

法人類型は社団形態と財団形態とし、自律的な運営を確保するための所要の

機関を設置するほか、法人運営の適正化を図るため、法人の財政状況の一般的

な開示制度を設ける。 

中間法人制度は、社団形態の非営利法人制度に包含される関係となるため、

廃止する。 

③ 公益性を有する非営利法人を判断する仕組み 

内閣に民間有識者からなる委員会を設置し、当該委員会の意見に基づき、一

般的な非営利法人について目的、事業等の公益性を判断することとし、事後チ

ェック、不服申立ての処理等を含め、業務を的確かつ迅速に遂行できるよう、

所要の体制を整備する。 

一定の地域を拠点として活動する非営利法人に関しては、原則として都道府

県知事において判断等を行うこととする。 

特定非営利活動法人制度については、引き続き存置する。 

④ 新制度への移行に係る措置、今後のスケジュール 

十分な準備期間及び移行期間、組織変更等の簡易・円滑な転換手続を設ける

等の必要な措置を講ずる。 

所要の法律案を平成１８年の通常国会に提出することを目指す。 

 

 (4) これまでの経緯 

平 12（2000）年 

12 月 「行政改革大綱」閣議決定 

   → 公益法人に対する行政の関与の在り方について改革を行う閣議決定がさ

れました。  

 

平 13（2001）年 

 4 月 「行政委託型公益法人等改革の視点と課題」公表 

   → この中で公益法人制度の抜本的改革の必要性が言及されました。 

 7 月 「行政委託型公益法人等改革を具体化するための方針」、「公益法人制度に

ついての問題意識～抜本的改革に向けて～」公表 

   → 公益法人制度についての問題点が整理されました。 

 

平 14（2002）年 

 3 月 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」閣議決定 

   → 本計画を各府省は責任をもって実施し、内閣官房は実施につき検討を要

する事項を調整し、総務省は実施状況を調査して白書で公表することが決

定されました。 
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「公益法人制度の抜本的改革に向けた取組みについて」閣議決定 

   → 政府として公益法人制度について関連制度（ＮＰＯ、中間法人、公益信

託、税制等）を含め、抜本的かつ体系的な見直しを行うことが決定されま

した。 

 8 月 「公益法人制度の抜本的改革に向けて（論点整理）」公表 

   → 有識者からのヒアリング等を踏まえて改革の論点が整理され、これを叩

き台に広く意見が求められました。 

11 月 公益法人制度の抜本的改革に関する懇談会開催 

   → 改革の内容につきさらに検討がされました。   

 

2003（平 15）年 

 6 月 「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」閣議決定 

   → 一般的な非営利法人制度として、今の財団・社団の公益法人制度に代え

て、登記だけで設立できる新しい非営利法人の制度を創設し、公益性があ

る法人は税制上の優遇措置が受けられる方向が出されました。 

11 月 公益法人制度改革に関する有識者会議、非営利法人ＷＧ開催 

   → 当面の論点について幅広い議論がなされました。 

 

2004（平 16）年 

3 月 公益法人制度改革に関する有識者会議による「議論の中間整理」公表 

11 月 公益法人制度改革に関する有識者会議による「報告書」公表 

  → 改革の意義、一般的な非営利法人制度、公益性を取り扱う仕組みのあり

方、現行公益法人の新制度への移行のあり方について報告されました。 

12 月 「今後の行政改革の方針」閣議決定 

  → 「公益法人制度改革の基本的枠組み」が具体化され、準則主義（登記）

により簡便に設立できる一般的な非営利法人制度の創設、自律的な運営を

確保するための所要の機関の設置、法人の財政状況の一般的な開示制度の

創設、民間有識者からなる委員会の意見に基づき事業等の公益性を判断す

ること等が示されました。 

 

3 三重県の取組 

 

（1）「県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例」の制定 

 県出資法人その他の外郭団体の多くが民法に基づく公益法人であり、これらの公

益法人に対しては、毎年多額の補助金等が県から交付されています。また、公益法

人一般の問題としては、この数年来、休眠法人などが大きな問題となっています。

さらには、公益法人等の監督等の事務は地方分権一括法により、平成 12 年 4 月から

は自治事務となり、条例制定の可能性が拡大されました。このことから、公益法人

 7



の設立に係る許可手続等、さらに近時、公益事業の実施方法として注目されている

公益信託についての手続を定め、これらの制度について、透明性の高い、効率的か

つ公正な運用を図り、もって地方分権の時代にふさわしい公益を実現することを目

的として、条例が制定されました。 

 国においても、特殊法人や行政委託型公益法人の改革が取り組まれ、公益法人制

度を抜本的に見直すことが検討されており、この条例は、現行法の枠内ですが、国

に先駆けての公益法人改革を行おうとするものであります。 

 

（2）外郭団体改革 

 外郭団体（県出資率 25％以上の公益法人、株式会社などの団体及び県が筆頭出資

者である公益法人など）の改革は、県議会行政改革調査特別委員会の審議を経なが

ら、団体の統廃合をはじめ、事業の縮小、県関与の見直し、情報公開制度の導入な

どを進めてきました。 

 平成 15 年 1 月には、基本財産の運用リスクの増大等に対応するための資金運用の

基本指針や県の財政支援の在り方など外郭団体全体にわたるシステムの改革及び個

別団体の改革を示した「三重県外郭団体改革方針」を策定し、外郭団体が、この方

針に沿って、簡素で効率的な経営を行い、県民へ質の高い行政サービスが提供され

るよう、取り組んでいます。 

 さらに、「県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例」が平成 14 年 10

月から施行され、県出資率 25％以上の公益法人等は、自らその目的、事業、経営計

画及び経営状況の評価を行うとともに、知事等は、評価結果について審査及び評価

をし、議会への報告及び県ホームページでの公表を実施しています。 

 

第 2節 休眠法人、所管不明法人の整理に関する処理 

  

 正当な理由なく長期間にわたって事業を行っていない休眠法人、登記はあるが所

管官庁が不明である所管不明法人は、買収等により役員に就任した者による目的外

事業の実施や、税法上の優遇措置を利用した収益事業の実施など、公益法人制度の

悪用を招くおそれがあります。 

 その対策として、休眠法人については、昭和 54 年に民法の一部改正が行われたほ

か、昭和 60 年には「休眠法人の整理に関する統一基準」等が策定され、現在、各所

管官庁では、この基準等に沿って所管の休眠法人の整理に努めています。 

 一方、所管不明法人については、平成 7 年度に、所管不明公益法人調査が実施さ

れた結果、全国で約 1,860 の所管不明法人が存在し、うち都道府県知事所管では約

470 法人の所管不明法人が存在することが明らかとなりました。これらについては、

旧総理府から各省庁又は都道府県に割振りを実施し、割り振られた各官庁で処理が

進められています。 

 平成 14 年 3 月、総務省から、各所管官庁に対し、原則として、平成 14 年内にす
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べての所管不明法人の処理を終了することを目標として、未処理法人について、処

理作業を進めるための手順と目標期限を示した処理の促進についての通知が出され

ました。 

 三重県においては、22 法人が所管不明法人として存在していましたが、平成 17

年 7 月 31 日現在においては 2 法人となっており、今後も引き続き未処理の所管不明

法人の早急な処理に積極的に取り組んでいきます。 

 

第 3節 公益法人会計基準の見直しについて 

 

１ 定義 

 

 公益法人会計基準は、民法法人の会計について、そのよるべき一般的、標準的な

基準を示したもので、主務官庁は、この会計基準をすべての公益法人に適用するよ

う指導することを要請していますが、特別な公益法人や特別な事業については部分

的に適用除外を認めています。 

 昭和 52 年 3 月公益法人監督事務連絡協議会の申合せにより設定され、昭和 53 年

4 月から実施されましたが、昭和 60 年 9 月公益法人指導監督連絡会議によって改正

が行われ、昭和 62 年 4 月から新しい基準が実施されています。 

 

2 会計基準の見直し 

 

 公益法人会計基準については、前回改正から 20 年が経過し、この間、公益法人を

めぐる社会的及び経済的環境は大きく変化しています。また、企業会計、公会計及

び非営利会計の分野においても会計基準の新設・改廃等が行われてきているところ

です。 

 こうした状況にかんがみ、平成 12 年 4 月から旧総理府（平成 13 年 1 月の省庁再

編後は総務省）において、有識者からなる「公益法人会計基準検討会」を開催して、

現行基準の問題点を整理し、今後の改正の方向性について検討が行われました。ま

た、平成 12 年 12 月に閣議決定された「行政改革大綱」においても、公益法人会計

基準の改善策の検討を行うこととされました。同検討会は、平成 13 年 12 月に、そ

れまでの検討結果について「公益法人会計基準の見直しに関する論点の整理（中間

報告）」として公表し、国民からの意見募集を行いました。 

これらを踏まえて、平成 14 年 3 月、公益法人会計基準の理論及び実務の進展に即

して更に充実と改善を図るため、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹

事会の下に、有識者で構成する「公益法人会計基準検討会」が開催され、平成 15 年

3 月、「公益法人会計基準（案）」を中心とする「公益法人会計基準検討会報告書」

が取りまとめられ、公表されました。 

 この会計基準（案）については、平成 15 年 6 月から総務省において有識者で構成
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する「公益法人会計基準案研究委員会」が開催され、適用の在り方や適用時期等に

ついて、公益法人制度の抜本的改革の動向等を踏まえつつ検討を行い、平成 16 年

10 月 14 日には、現行の公益法人会計基準の改正等について関係省庁において「公

益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議申合せ」（資料 7）が行われました。 

新たな公益法人会計基準（以下「新会計基準」といいます。）のポイントは以下の

とおりです。 

① 広く一般的に用いられている企業会計の手法を可能な限り導入し、公益法人

の財務情報のディスクロージャーを充実させるとともに、事業の効率性も分か

りやすく表示 

② 寄付者、会員等の資金提供者の意思に沿った事業運営状況を会計上明らかに

することにより、公益法人の受託責任を明確化 

③ 公益法人の自律的な運営を尊重するとともに、外部報告目的の財務諸表を簡

素化 

 また、同申合せにおいて、新会計基準は、平成 18 年 4 月 1 日以後開始する事業年

度からできるだけ速やかに実施するものとされました。 

 これを受け、新会計基準の円滑な適用に向けた実務的な検討を行うため、平成 16

年 11 月から総務省において「公益法人会計基準実施検討委員会」が開催され、同委

員会における検討結果を踏まえ、平成 17 年 3 月 23 日には、新会計基準に対する運

用方針を関係省庁において「公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹

事会申合せ」（資料 8）が行われました。同幹事会においては、あわせて、新会計基

準を適用する場合に実施すべき内部管理事項についての統一的な取扱いについて申

合せが行われました（資料 9）。さらに、新会計基準の実施による会計実務の大幅な

変更を踏まえ、財団法人に対する基本財産の指導監督上の留意点について、総務省

から各所管官庁に対して通知が行われました。 

 今後は、平成 18 年 4 月 1 日以後開始する事業年度からの新会計基準の実施に向け、

総務省として、各所管官庁や公益法人を対象とした研修等を通じ、新会計基準の周

知徹底を図っていくこととされています。 

 

第 4 節 公益法人の指導監督及びディスクロージャーの充実等 

 

 一部の公益法人の不祥事により、公益法人の運営の在り方やその指導監督の在り

方等が厳しく問われている現状を踏まえ、政府は、公益法人に対する厳正な指導監

督を更に徹底するため、平成 13 年 2 月 9 日、公益法人等の指導監督等に関する関係

閣僚会議幹事会において、①各府省に公益法人指導監督官を置くなど指導監督の責

任体制を確立する、②立入検査について少なくとも 3 年に 1 回実施するなどの充実

を図る、③一定規模以上の公益法人に対する外部監査の要請等について所要の措置

を講ずる等を内容とする「公益法人の指導監督体制の充実等について」の申合せを

行いました。 
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 また、公益法人のディスクロージャーの充実による業務運営の透明化・適正化を

図るとともに、「行政改革大綱」等に基づく公益法人改革の推進に資するための取組

として、平成 13 年 8 月 28 日、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事

会において「インターネットによる公益法人のディスクロージャーについて」の申

合せを行いました。現在、各府省は、本申合せに基づき、所管公益法人の一覧表を

ホームページ上に公開しており、さらに総務省においては、全国の公益法人の名称、

住所等の基礎的な情報が検索可能な「公益法人データベース」を同省のホームペー

ジ上に公開しています。 

 各都道府県に対しても、上記二つの申合せと同様の措置を講ずるよう要請されて

います。三重県での指導監督の責任体制は、第 1 章第 3 節「公益法人に対する指導

監督等に関する制度及び取組」で述べたとおりです。また、立入検査については、

条例第 49 条第 4 項で 2 年に 1 回以上の割合で実施するよう努めることとされ、立入

検査の指導内容等については年次報告により公表しています。さらに、所管公益法

人の一覧表を三重県のホームページ上に公開しています。 

 

第 5 節 公務員制度改革大綱に基づく措置 

 

 平成 13 年 12 月 25 日に閣議決定された「公務員制度改革大綱」において、適正な

再就職ルールの確立を図るため、営利企業や特殊法人等への再就職とともに、公益

法人への再就職についても、民間法人としての性格を踏まえつつ、所要の見直しを

行うこととされています。 

 また、上記閣議決定を受け、平成 14 年 3 月 29 日には、公益法人等の指導監督等

に関する関係閣僚会議幹事会において、当該閣議決定に基づき各府省が所管公益法

人に対し指導等すべき具体的事項を定めた「公務員制度改革大綱に基づく措置につ

いて」を申し合わせました。 

 



第 3 章 三重県における公益法人の現況 

 第 3 章「三重県における公益法人の現況」及び第 5 章「三重県における公益

信託の現況」の基礎となった数値は、平成 16 年度公益法人等概況調査（調査

時点平成 16 年 10 月 1 日）によっています。 

 公益法人等概況調査とは、公益法人等の実態を把握するために総務省（大臣

官房管理室）が各省庁に対して、昭和 61 年から実施しているものです。 

 なお、公益法人等概況調査においては、共管法人は所管部局それぞれで計上

することとなっているため、実数とは一致しません。 

※ 第３章における（ ）内の数値は、前年値です。 

 
第 1節 基礎的事項 
 

1 公益法人数 

 
 図表 1 は本県における公益法人の割合と過去 5 年間の公益法人数の推移を示

したものです。 

本県における公益法人数は、減少傾向にあり、平成 16 年 10 月 1 日現在の公

益法人は 289（293）法人です。このうち社団法人数が 145（148）法人、財団

法人数が 144（145）法人です。 

 なお、知事部局と教育委員会との共管は 3（3）法人です。共管法人を除いた

実数は 286（290）法人で、社団法人が 145（148）法人、財団法人数が 141

（142）法人です。 

 

（図表 1）公益法人の割合及び過去 5年間の公益法人数の推移 

 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 

法人数    301    295    293    293    289 

50%50%
社団法人

財団法人

※ 公益法人の目的（事業）の内容が、複数の官庁の所掌事務に関連する場合には、それ 

らの官庁の「共管」という形で指導監督等が行われることになります。このように、複 

数の官庁の指導監督等を受けている公益法人があることから、所管官庁ごとの公益法人 

数の単純な合計数（延べ数）は、所管官庁間の共管重複分だけ実際の公益法人数（実

数）よりも多くなります。 
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4 設立年代別法人数 

 
 図表 4 は、本県における設立年代別の法人数を示しています。現在活動して

いる法人の約 7割が昭和 41 年以降の設立となっています。 

 

 

 

（図表 4）設立年代別法人数及び割合 

 ～S20 S21～S30 S31～S40 S41～S50 S51～S60 S61～H7 H8～H16 

 

法人数 

 

16 40 32 55 69 54 23 
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※ 設立年ごとの法人数は、平成 16 年 10 月 1 日現在において活動中である法人を、設立 

 を許可された年ごとに集計したもので、解散法人等は含まれないため、各年に設立を許 

 可された法人数とは異なります。 
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表11-2は、本県における役員（理事、監事）及び評議員の公務員出身者の就
任状況を示したものです。

、 。 、 、公益法人において役員とは 理事及び監事をいいます 監事は 法人の会計
財産、理事の業務執行等の状況を監査するために重要な機関であり、民法上は
任意設置とされていますが、指導監督基準においては、監事を必ず設置するこ
とと規定されています。また、財団法人における評議員は、法人の重要事項に
ついて諮問を受けたり決定をする役割を担っています。通常、評議員会を構成
し、理事の選任、予算・決算の承認等を行います。指導監督基準では、財団法
人には原則として評議員会を設け、評議員会において理事の選任及び予算、決
算等の重要事項の諮問を行うことを求めています。

、 。平成 年 月 日現在の理事全体数は 人で うち常勤は 人です16 10 1 3,724 133
また、監事全体数は （ ）人、評議員全体数は （ ）人となって646 653 2,517 2,558
います。

本県における県庁出身理事数は 人で前年から 人減っています。また県186 8
庁出身理事のいる法人数は 法人で前年から 法人減っています。88 2

（表11-2）役員（理事、監事）及び評議員の公務員等出身者の就任状況

（単位：上段は人数、下段は法人数）

理事数 うち常勤理事数 監事数 評議員数

法人数 法人数 法人数 法人数

210（216） 51 45 32 38 177（185）都道府県公務員 （ ） （ ）
出身者

94（ 96） 36 36 26 32 38（ 41）（ ） （ ）

186（194） 45 40 24 29 166（174）うち県庁出身者 （ ） （ ）

88（ 90） 32 32 20 24 35（ 39）（ ） （ ）

100（ 99） 6 4 15 17 117（121）うち現職県職員 （ ） （ ）

53（ 50） 6 4 11 13 31（ 34）（ ） （ ）

12（ 14） 0 0 3 3 5（ 6）現職県議会議員 （ ） （ ）

9（ 11） 0 0 2 2 3（ 2）（ ） （ ）





3 役員の年間報酬額 

 

 表12-1は、有給常勤役員の平均年間報酬額規模別法人数を示したものです。 

 

（表12-1）有給常勤役員の平均年間報酬額規模別法人数 

 有給役員なし 400万円未満
400万円以上

800万円未満

800万円以上 

1,200万円未満 
1,200万円以上

法人数 197 （205） 47 （ 39） 37 （ 41） 7 （  8） 1 （ 0）

 

 表12-2は、県庁出身常勤役員がいる法人における有給常勤役員の平均年間報

酬額規模別法人数を示したものです。 

 

（表12-2）県庁出身常勤役員がいる法人における有給常勤役員の平均年間報酬額規模別法     

人数 

 有給役員なし 400万円未満
400万円以上

800万円未満

800万円以上 

1,200万円未満 
1,200万円以上

法人数 5 （  3） 8 （  8） 16 （ 17） 3 （  4） 0 (  0）

 

 

4 国、県からの補助金等交付法人数 

 

 表13-1は、国又は県からの補助金等が交付されている法人数を示したもので

す。本県の公益法人の約20.8％が国又は県のどちらか一方から補助金等の交付

を受けています。 

 

（表13-1）国、県からの補助金等交付法人数 

                                         

 
国からの 

補助金等収入 

県からの 

補助金等収入 
合   計 

社団法人 10 （ 5） 29 （ 25） 32 （ 30）

財団法人 4 （  6） 28 （ 29） 28 （ 29）

計 14 （ 11） 57 （ 54） 60 （ 59）

※ 合計欄は、国又は県どちらか一方から補助金等交付を受けている法人数 

 25
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 表13-2は、国からの補助金等交付状況を交付金額毎に示したものです。1億超

の補助金等交付法人は、2法人です。その内訳は、1億円超2億円未満が2法人と

なっています。 

 

（表13-2）国からの補助金等交付状況 

                                                         

 0超 

5百万 

未満 

5百万超

1千万 

未満 

1千万超

5千万 

未満 

5千万超

1億未満

1億超 

2億未満

2億超 

3億未満

3億超 

4億未満 

4億超 

5億未満 

5億超

社団法人  4（4）  1（0）  3（1）  0（0）  2（0）  0（0）  0（0）  0（0）  0（ 0）

財団法人  2（2）  0（0）  2（2）  0（1）  0（0）  0（0）  0（0）  0（0）  0（ 1）

計  6（6）  1（0）  5（3）  0（1）  2（0）  0（0）  0（0）  0（0）  0（ 1）

 

 表13-3は、県からの補助金等交付状況を交付金額毎に示したものです。1億円

超の補助金等交付法人は、5法人です。その内訳は、5億円超が1法人、1億円超2

億円未満が4法人となっています。 

 

（表13-3）県からの補助金等交付状況 

                                                         

 0超 

5百万 

未満 

5百万超

1千万 

未満 

1千万超

5千万 

未満 

5千万超

1億未満

1億超 

2億未満

2億超 

3億未満

3億超 

4億未満 

4億超 

5億未満 

5億超

社団法人 18（15）  2（ 2）  7（ 7） 2（ 1） 0（ 0） 0（ 0） 0（ 0）  0（ 0）  0（ 0）

財団法人  9（ 6）  4（ 6）  5（ 6） 5（ 4） 4（ 5） 0（ 0） 0（ 0）  0（ 1）  1（ 1）

計 27（21）  6（ 8） 12（13） 7（ 5） 4（ 5） 0（ 0） 0（ 0）  0（ 1）  1（ 1）
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第4章 三重県における公益法人の指導状況

第1節 総括的事項

1 設立指導及び解散指導

表14-1は、本県において平成14年度、平成15年度、平成16年度に設立され、
所管部局等から法人設立についての指導を行った公益法人を示したものです。

（表14-1）過去3か年度の設立指導状況

平成14年度 平成15年度 平成16年度

総 合 企 画 局

総 務 局

防災危機管理局

（社）鳥羽市シルバー人 （社）伊勢・鳥羽・度会地 （財）反差別・人権研究所生 活 部
材センター 域中小企業勤労者福祉 みえ

（社）東員町文化協会 サービスセンター
（社）中勢地域中小企業

勤労者福祉サービス
センター

（社）大安町シルバー人
材センター

（社）伊賀薬剤師会健 康 福 祉 部

環 境 森 林 部

（社）名張市観光協会農 水 商 工 部 （財）ほくせいふれあい
財団

（財）ベルファーム※地 域 振 興 部

県 土 整 備 部

（社）元気クラブいなべ教 育 委 員 会 （社）三重県レクリエーシ
（社）三重県人権教育研究ョン協会※

協議会
（社）三重県サッカー協会

公 安 委 員 会

※の法人は、平成16年度公益法人概況調査の対象（平成15年10月2日から平成16年10月1日までの間に
設立した法人）となっています。また、ここに掲げている他に、新たに財団法人三重キリスト教青年会
が共管法人となり、また所管不明法人であった社団法人神津佐報徳社が教育委員会の所管となっていま
す。
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表14-2は、本県において平成14年度、平成15年度、平成16年度に解散し、所
管部局等から法人解散についての指導を行った公益法人を示したものです。
（表14-2）過去3か年度の解散指導状況

平成14年度 平成15年度 平成16年度

総 合 企 画 局

総 務 局

防災危機管理局

（財）三重県厚生会 （社）三重県勤労者福祉施 （財）三重県勤労者信用基生 活 部
（財）三重県勤労総合福 設協議会※ 金協会

業団 （社）三重県青少年育成県祉事
民会議※

犬協 （財）三重保育院健 康 福 祉 部 （財）田中公益財団 （社）日本社会福祉愛
（財）恩賜財団三重懸同 会※ （財）三重県老人福祉休養

胞援護曾 施設管理センター
（財）呉竹会
（財）宇治山田市民生事

業後援会

環 境 森 林 部

（社）四日市遠洋漁業基 （財）三重産業振興センタ農 水 商 工 部
地振興会 ー

（財）三重県鰹鮪漁船海 （社）三重県工業用水協会
難救 基金協会 ※済

（財）安濃町農業公社

（財）御浜町開発公社地 域 振 興 部

（財）三重県調整池管理協県 土 整 備 部
会※

（財）大内山塾教 育 委 員 会 （財）西来寺維持財団 （財）三重県国際教育協会
（財）護法会 ※
（財）神宮奉斎会鳥羽支

部
（財）四日市レジャー施

設協会

公 安 委 員 会

※の法人は、平成16年度公益法人概況調査の対象（平成15年10月2日から平成16年10月1日までの間に
解散した法人）となっています。

2 立入検査実施状況

表15-1は、本県において平成16年度に実施した、条例第49条に基づく公益法
人毎の立入検査の実施状況です。また、表15-2は所管部局毎の立入検査の実施
状況です。

所管部局の立入検査は、条例第49条第4項で2年に1回以上の割合で行うよう
に努めるとされており、所管部局毎の実情に応じそれぞれで実施しています。

立入検査の検査基準等は 「公益法人検査要綱」等に基づき、所管部局毎の、
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実情に応じ定めており、改善すべき点の有無についても所管部局がそれぞれで
判断を行っています。

平成16年度に所管部局が立入検査を実施した公益法人数は126法人で、所管
公益法人数全体（289法人）の43.6％となっています。また、平成15、16年度
に235法人（所管公益法人全体の81.3％）に対し立入検査を実施しました。

（表15-1）公益法人毎の立入検査実施状況

定期検査 臨時検査 設立検査 合 計

68 0 0 68社団法人数

57 0 1 58財団法人数

125 0 1 126計

※ 定期検査とは、各公益法人を対象として、おおむね2年度に1回の割りで実施される検
査をいいます。臨時検査とは、特別の必要が生じた場合に関係法人を対象として臨時に
実施される検査をいいます。設立検査とは、新たに設立された公益法人（新たに知事の

。） 。所管に属することとなった公益法人を含みます に対して実施される検査をいいます

（表15-2）各部局毎の立入検査実施状況

所管 平成16年度立入検査実施 平成16年度 平成15・16 平成15・16
公益 法人数 立入検査実 年度立入検 年度立入検
法人数 改善すべき 施率（％） 査実施法人 査実施率

（％）点のあった 数
法人数

0 0 0 - 0 -総 合 企 画 局

4 2 0 50.0 4 100.0総 務 局

3 0 0 0.0 0 0.0防災危機管理局

44 25 12 56.8 41 93.2生 活 部

71 28 23 39.4 52 73.2健 康 福 祉 部

16 8 0 50.0 16 100.0環 境 森 林 部

42 23 11 54.8 42 100.0農 水 商 工 部

11 6 0 54.5 11 100.0地 域 振 興 部

12 5 4 41.7 12 100.0県 土 整 備 部

203 97 50 47.8 178 87.7知事部局計

78 23 16 29.5 49 62.8教 育 委 員 会

8 6 1 75.0 8 100.0公 安 委 員 会

289 126 67 43.6 235 81.3合 計

※ 所管公益法人数は、平成16年10月1日現在。合計欄の各法人数は、共管による重複を
含む延べ数です。



30

第2節 個別的事項

1 事業の実施状況

、 。「 」 、「 」表16-1は 公益法人の活動状況を示したものです 活発 が58.7％ 普通
が35.7％ 「不活発」が5.6％となっています。、

なお、活動状況の判断は、各部局がそれぞれの基準で行っています。

（表16-1）公益法人の活動状況

活発 普通 不活発 休止

44 24 0 0社団法人数

30 21 7 0財団法人数

74 45 7 0計

表16-2は、公益法人の活動内容を示したものです 「目的の事業を行ってい。
る法人」が125法人 「目的の事業を行っていない法人」が1法人となっていま、
す。

（表16-2）公益法人の活動内容

目的の事業を 目的の事業を 目的外事業を
行っている法人 行っていない法人 行っている法人

68 0 0社団法人数

57 1 0財団法人数

125 1 0計

2 所管不明法人の状況

表17は、本県における所管不明法人の指導状況を示したものです。本県にお
いては、22法人が所管不明法人として存在していましたが、平成17年7月31日
現在においては2法人となっており、今後も所管不明法人の早急な処理につい
て積極的に取り組んでいきます。

（表17）所管不明法人の指導状況

所管不明法人数 処理状況及び今後の処理予定等

健 康 福 祉 部 1 自主解散の方向で指導しているが、手続が進まず
困難な場合は、設立許可取消しも視野に入れた指導
を検討していく。

農 水 商 工 部 1 平成１６年度に調査を実施。本年度に再調査を予
定しており、その結果により存続の判断をする。



31

3 書類の備付状況

表18は、書類の備付状況を示したものです 「書類の備付なし」では、職員。
名簿、就任承諾書の備付なしが多く 「書類の備付あり」では、会議議事録、、
履歴書の整理不良が多い結果となっています。

（表18）書類の備付状況

備付あり

備付なし
整理良好 整理不良

122 3 11.定款又は寄付行為

121 3 2書 2.許認可等関係書類

107 18 13.登記関係書類
類

67 1 04.社員名簿

123 3 0の 5.役員名簿

120 1 5就任承諾書
備

99 22 5履歴書

100 26 0付 6.会議議事録

123 2 17.財産目録
状

116 6 48.資産台帳

126 0 0況 9.出納簿

125 1 0証拠書類

126 0 010.収支予算書

125 0 111.事業計画書

117 3 612.職員名簿

4 ホームページの開設状況

表19は、公益法人のホームページの開設状況を示したものです。ホームペー
ジを開設している公益法人の割合は43.6％（35.2％）となっています。

（表19）ホームページ開設法人数

社団法人 財団法人 計

（ ） （ ） （ ）法人数 69 55 57 48 126 103

※（ ）内の数値は、前年値です。
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5 会議の運営状況

表20-1は、総会の開催状況を示したものです。開催回数「2回以上」が38.2
％ 「1回」が61.8％となっています。、

（表20-1）社員総会の開催状況

開催法人
未開催法人 未開催法人名称

及び未開催の理由2回 1回
以上

26 42 0社団法人数

表20-2は、理事会の開催状況を示したものです。開催回数「2回以上」が、
83.3％ 「1回」が16.7％となっています。、

（表20-2）理事会の開催状況

開催法人
未開催法人 未開催の理由

2回 1回
以上

54 14 0社団法人数

51 7 0財団法人数

105 21 0計 （123）

第3節 改善指示の状況

表21-1は、公益法人別の改善指示の状況を示したものです。改善指示があっ
た法人数は、立入検査を実施した法人の53.2％となっています。

（表21-1）改善指示の状況
（ ）は改善指示件数

定期検査 設立検査 合 計

立入検査実 改善指示をし 立入検査実 改善指示を 立入検査実 改善指示をし
施法人数 た法人数 施法人数 した法人数 施法人数 た法人数

68 42 （ 88） 0 0（ 0） 68 42 （ 88）社団法人数

57 25 （ 54） 1 0（ 0） 58 25 （ 54）財団法人数

125 67 （142） 1 0（ 0） 126 67 （142）計

※ 平成16年度は、臨時検査を実施していません。
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表21-2は、各部局別の改善指示状況を示したものです。

（表21-2）各部局別の改善指示の状況

平成16年度に
改善すべき点の 法人運営面で 事業の内容・ 財務・会計面
のあった法人数 改善すべき点 実施等の面で で改善すべき その他

のあった法人 改善すべき点 点のあった法
（ ）は改善指 数 のあった法人 人数
示件数 数

0（ 0）総 合 企 画 局

0（ 0）総 務 局

（ ）防災危機管理局 0 0

1生 活 部 12（ 16） 11

23（ 63） 21 4 12健 康 福 祉 部

0（ 0）環 境 森 林 部

11（ 22） 15 0 7農 水 商 工 部

0（ 0）地 域 振 興 部

4（ 9） 2 2県 土 整 備 部 1

50（110） 49 6 21知事部局計

12教 育 委 員 会 16（ 31） 6 3 3

1（ 1） 1公 安 委 員 会

67（142） 55 10 24 12合 計

主な指摘、指導事項】【

（法人運営面）
・登記事項に変更があった場合には、期限内に変更登記するよう指導した。
・議事録、履歴書等の備付書類を整備するよう指導した。
・役員変更報告等を期限内に提出するよう指導した。
・評議員会を設置、開催し、役員の選任等におけるガバナンスを強化するよう指導した。

（事業実施面）
・事業の見直し、再検討を行い、本来の公益事業を充実させるよう指導した。
・協会未加入業者の加入促進に努めるよう指導した。

（財務・会計面）
・出納事務の適正性を向上させるよう指導した。
・会計書類を整備するよう指導した。
・基本財産の運用方法について、リスク管理を強化するように指導した。



第 5 章 三重県における公益信託の現況 

 

第 1 節 公益信託制度の概要 

 

1 公益信託の定義 

 公益信託とは、信託法（大正 11 年法律第 62 号）に基づき、委託者が祭祀、宗教、慈

善、学術、技芸その他一定の公益目的のため、受託者に対してその財産を移転し、受託

者をしてその公益目的に従ってその財産を管理又は処分させ、もってその公益目的を実

現しようとする制度です。 

 

2 公益信託の特色 

 公益法人においては、法人という新たな法主体を創設し、これが公益目的のために自

律的活動を行うものであるのに対し、公益信託においては、拠出された財産（信託財産）

が既存の法主体である受託者に名義上帰属し、設定された公益目的のため受託者の固有

財産とは別に管理、運用されていくものであって、両者の法律的構造は異なります。ま

た、公益法人においては、永続的又は相当長期間にわたってその存続が予定されている

のに対し、公益信託においては、信託の制度上、設定の期間が比較的短期のものでも可

能であるなど、より弾力的な運用が可能です。 

 

3 公益信託の仕組み 

 公益信託は、委託者が受託者との間で一定の公益目的のために財産を信託する信託契

約を締結することにより、又は委託者の遺言により、信託の法律関係をつくり、これに

ついて受託者が、主務官庁の許可を受けることによって成立します。 

 公益信託は、主務官庁の監督に属し、受託者は、信託行為の定めるところに従って、

自己の名で信託財産を管理、処分して公益事業を営みます。信託財産は、受託者に移転

されますが、受託者の固有財産とは区別されます。受託者は、その事務処理について善

管注意義務等を負い、信託義務違反に対しては損失てん補をしなければなりません。 

 

4 公益信託に対する統一的な指導監督等の基準 

 公益信託に対する適正な指導監督等を行うための統一的基準として、平成 6 年 9 月 13

日に公益法人等指導監督連絡会議で決定された「公益信託の引受け許可審査基準等につ

いて」があり、主務官庁においては、この基準に則った指導監督等が行われています。 

 

5 公益信託の税制 

 公益信託に財産を拠出したときの税制として、個人・法人の双方につき、特定の公益

信託のために支出した金銭についてのみなし寄付金制度等、各種の優遇措置があります。 
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第 2 節 公益信託の現況 

 

1 公益信託の数及び信託財産 

 表22は、本県における平成16年10月1日現在の信託数及び信託財産の状況を示し 

たものです。 

 ※（ ）内の数値は、前年値です。 

 

（表22）信託数及び信託財産の状況 

信託財産規模別信託数 

 

 

 

 

 

 

信託財産合計

金額 

信託財産平均

金額 

 

       

信託数 
 

1千万円未満 

 

 

 

1千万円以上 

5千万円未満 

5千万円以上

1億円未満
1億円以上  

（千円） 

  

 

 

（千円） 

 

3 

(4) 

1 

 (2) 

2 

(2) 

0

(0)

0

(0)

57,272 

（61,498）

19,091 

（15,375） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 信託目的別信託数 

  信託目的別では、奨学金支給（1）、教育振興（1）、その他（1）となっています。 

 

3 授益行為の状況 

  表23は授益行為の状況を示したものです。 

 ※（ ）内の数値は、前年値です。 

 

（表23）平成15年度までの授益行為の状況 

                                 （単位：千円） 

受益行為状況 

個 人 任意団体 法人 合計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

155 

（212） 

 8,850 

（54,049）

130 

（119） 

17,257 

（14,757）

9 

（5） 

1,508 

（1,040）

294 

（336） 

27,615 

（69,856）
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資料1

平成12年12月1日

閣 議 決 定

行政改革大綱（抜粋）

世紀の我が国経済社会を自律的な個人を基礎とした、より自由かつ公正なものとす21
るため、これまでの国・地方を通ずる行政の組織・制度の在り方、行政と国民との関係
等を抜本的に見直し、新たな行政システムを構築する必要がある。

このため、 世紀の開始とともに新たな府省体制を確立し、中央省庁等改革の成果を21
より確実なものとすることとし、 世紀の国・地方を通じた行政の在り方について、 )21 1
新たな時代の要請に対応する観点から、内閣機能の強化、省庁の大くくり編成等による

総合性、機動性を備えた行政の実現、 )国民の主体性と自己責任を尊重する観点から、2
民間能力の活用、事後監視型社会への移行等を図ることによる簡素かつ効率的な行政の

実現、 )行政情報の公開と国民への説明責任の徹底を図ることによる国民に開かれた透3
明性の高い行政の実現、 )行政事務の電子化、窓口の利便性の向上等を図ることによる4
国民本位の質の高い行政サービスの実現、を目指し、今後、平成 年（ 年）まで17 2005
の間を一つの目途として各般の行政改革を集中的・計画的に実施する。
こうした見地に立って、今後の行政改革の重要課題として、 )新たな時代にふさわし1

い行政組織・制度への転換を目指す観点からの特殊法人等の改革、公務員制度改革、行

政評価システムの導入、公会計の見直し・改善、公益法人に対する行政の関与の在り方
の改革、 )国と地方の関係を見直し、地方公共団体の自主性・自立性を高める観点から2

、 、の更なる地方分権の推進 )行政と民間との新たな関係を構築する観点からの規制改革3
)その他、電子政府の実現を始め、省庁再編に伴う運営・施策の融合化、行政の組織・4

事務の減量・効率化等を推進する。

これら行政改革の推進に併せ、司法制度改革審議会の意見等を踏まえ、司法機能の充
実強化を図るための司法制度改革を推進するものとする。

Ⅰ 行政の組織・制度の抜本改革

（1～4 略）

5 公益法人に対する行政の関与の在り方の改革
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(1) 委託等、推薦等に係る事務・事業の見直し
国から公益法人が委託等、推薦等を受けて行っている検査・認定・資格付与等

の事務・事業については、官民の役割分担及び規制改革の観点から厳しく見直し
た上で、今後とも国の関与が必要とされるものについては、国自らが行い又は独
立行政法人に行わせることとし、独立行政法人への事務移管その他所要の措置を

講ずる。これ以外のものについては、当該事務・事業に対する国の関与は廃止す
るなどの措置を講ずる。

(2) 財政負担の縮減・合理化
ア 基本的考え方

国からの公益法人への補助金・委託費等（以下 「補助金等 ）については、、 」
上記(1)の業務の見直しの内容も踏まえつつ、官民の役割分担の観点、限られ
た財政資金の効率的使用の観点、及び行政の説明責任の確保と透明性の向上の

観点から厳しく見直し、その縮減・合理化を進めることとする。
イ 公益法人に対する補助金等の支出の適正化

公益法人に対する補助金等の支出の適正化については、委託等、推薦等に係

る事務・事業の見直しと併せて検討を進めることとし、独立行政法人への事務
移管その他必要な措置を以下のように講ずる。

(ア) 国が公益法人に対して交付する補助金等で、当該法人が更に他の公益法人
やその他の法人等の第三者に分配・交付するものについては、当該補助金等
を整理・統合した上で、国自ら又は独立行政法人が分配・交付することとす

る。
(イ) 国からの補助金等により公益法人が行う事務・事業であって、当該法人の

総収入に対し、その補助金等が大部分を占める場合は、その必要性等につい

て厳しく精査を行い、当該事務・事業を整理・統合した上で国自らが行い又
は独立行政法人に行わせることとし、これを適用することが困難な公益法人

については別途検討する。
(ウ) 官民の役割分担の徹底、役員報酬の適正化の観点から、公益法人に対する

補助金等において役員報酬に係る助成は行わないこととする。

(3) 措置期限・経過措置等
ｉ） 上記(1)、(2)の改革は、平成13年度末を目途に実施計画を策定した上で、平

成17年度末までのできる限り早い時期に実行することとする。
ii) なお、それまでの間は 「 公益法人の設立許可及び指導監督基準』及び『公、『

益法人に対する検査等の委託等に関する基準』について （平成8年9月20日閣」
議決定）の規定の徹底を図る。

iii) 経営情報の公開については、上記閣議決定に加え、国からの委託等、推薦等

又は補助金等に係る事業内容等の公開や外部からの業績評価を進めるととも
に、指定法人の情報公開の在り方の検討及び公益法人会計基準の改善策の検討
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を行う。

iv) また、役員の報酬等の在り方について、特殊法人等における検討を踏まえ、
所要の措置を検討する。

(4) 地方公益法人に係る措置
都道府県所管公益法人について、国は、地方公共団体に対し、上記(1)、(2)と

同様の措置を講ずるよう要請するとともに、地方公共団体の支出についても、国
の公益法人改革を踏まえて、地方交付税措置の見直しを行うものとする。

（以下略）
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資料2

平成14年3月29日

閣 議 決 定

公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画

行政改革大綱（平成12年12月1日閣議決定）に基づき、国から公益法人が委託等、推薦

等を受けて行っている検査・認定・資格付与等の事務・事業及び国からの公益法人への
補助金・委託費等（以下「補助金等」という ）について以下の措置を講ずる。。

Ⅰ 委託等に係る事務・事業の改革

1 検査・検定等

(1) 基本的考え方

① 公益法人が国の代行機関として行う検査・検定等の事務・事業については、
官民の役割分担及び規制改革の観点から見直し、廃止するものを除き、規制改
革推進3か年計画（改定 （平成14年3月29日閣議決定）に示された基準認証の見）

直しの考え方を踏まえ、国の関与を最小限とし、事業者の自己確認・自主保安
を基本とする制度に移行することを基本原則とする。この場合、直ちに事業者
の自己確認・自主保安のみに委ねることが国際ルールや消費者保護等の観点か

ら必ずしも適当でないときは、法令等に明示された一定の要件を備え、かつ、
行政の裁量の余地のない形で国により登録された公正・中立な第三者機関（以

下「登録機関」という ）による検査・検定等の実施（以下「登録機関による実。
施」という ）とする。。

② 国民の生命、財産の保護、国際的責務の履行等の観点から、①により難い事

、 。務・事業については 国又は独立行政法人において実施することを原則とする
やむを得ない理由により、引き続き公益法人に国の代行機関として検査・検定
等を行わせることとした場合にあっても、登録機関による実施に準じた措置を

検討するものとする。
なお、これらの事務・事業については、規制改革の観点から、その在り方の

検討を進めるものとする。

(2) 具体的措置内容

別表1のとおりとする。 （別表1 省略）
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2 資格付与等

(1) 基本的考え方
公益法人が国の委託等を受けて行う試験、講習その他の資格付与等の事務・事業

については、国家資格としての社会的必要性等について検証の上、廃止、独立行政
法人による実施等を検討する。引き続き公益法人が国の委託等を受けて事務・事業
を行うものについては、規制改革の観点から、その在り方の検討を進めるものとす

る。

(2) 具体的措置内容
別表2のとおりとする。 （別表2 省略）

3 登録その他の事務・事業

(1) 基本的考え方

公益法人が、国の委託を受けて行う登録、交付等の事務・事業については、事務
・事業の性格を勘案の上、上記に準じた措置を講ずる。

(2) 具体的措置内容
別表3のとおりとする。 （別表3 省略）

Ⅱ 推薦等に係る事務・事業の改革

1 技能審査等

(1) 基本的考え方
公益法人が独自に行う技能審査等の事務・事業に対する大臣認定その他の推薦等

については、当該事務・事業が法律で定められた国の事務・事業ではないこと、民

間において実施されている各種技能審査等の間における差別化を必要以上に助長す
るおそれがあること等の観点から、一律に廃止する。また、今後同様の推薦等はこ
れを行わないこととする。

(2) 具体的措置内容

別表4のとおりとする。 （別表4 省略）
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2 制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

(1) 基本的考え方

公益法人が独自に行う講習が国家資格付与の要件として認定されている等国の制
度・仕組みの一部として組み込まれている推薦等に係る事務・事業については、当
該制度・仕組みそのものの検証と併せ検討の上、Ⅰ1(1)、2(1)に準じた措置を講ず

る。

(2) 具体的措置内容
別表5のとおりとする。 （別表5 省略）

Ⅲ 補助金等の見直し

1 第三者分配型補助金等

(1) 基本的考え方

平成12年度に国から公益法人に交付された補助金等のうち、交付先の公益法人に
おいて当該補助金等の5割以上を他の法人等の第三者に分配・交付するもの（以下
「第三者分配型補助金等」という ）については、事務・事業の必要性等を検証し。

た上で、当該補助金等の廃止、国からの直接交付又は独立行政法人からの交付、交
付先公益法人が事務・事業を直接行うこと等による分配・交付比率の5割未満への
改善等の措置を講ずることにより、第三者分配型補助金等の解消を図る。なお、第

三者分配型補助金等となることにつき特段の理由のあると認められる補助金等につ
いては、その理由を公表する。

(2) 具体的措置内容
別表6のとおりとする。 （別表6 省略）

2 補助金依存型公益法人

(1) 基本的考え方
平成12年度に国から交付された補助金等が年間収入の3分の2以上を占める公益法

人（以下「補助金依存型公益法人」という ）については、当該法人に交付される。
補助金等の必要性等を検証し、補助金等の廃止、補助金等交付対象事業の国又は独
立行政法人による実施等の措置を講ずることにより、補助金依存型公益法人の解消

を図る。なお、これらの措置によっても、なお3分の2未満とならない法人について
は、補助金依存状態の解消のための改善計画を策定するものとし、また、補助金依
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存型公益法人となることに特段の理由のある公益法人については、その理由を公表

する。

(2) 具体的措置内容
別表7のとおりとする。 （別表7 省略）

3 役員報酬に対する助成

(1) 基本的考え方
公益法人の役員報酬に対する国の助成は、民間の法人の運営に国が実質的に関与

することになりかねないことから、公益法人に対する補助金等による助成は、特段
の理由のあるものを除き、一律に廃止するとともに、今後これを行わないこととす
る。

(2) 具体的措置内容
別表8のとおりとする。 （別表8 省略）

Ⅳ 公益法人に対する国の関与等を透明化・合理化するための措置

上記措置を講ずることとした結果、公益法人に対する行政の関与は相当程度改善さ
れることとなるが、なお、国の委託等、推薦等を受けて事務・事業を行う公益法人、

国からの補助金等の交付を受ける公益法人等国と関係のある公益法人が引き続き存在
することとなる。このため、これらについては、別添の「公益法人に対する国の関与
等を透明化・合理化するための措置 （以下「透明化・合理化ルール」という ）を適」 。

用し、行政及び公益法人の双方における、より一層の透明性、効率性、厳格性の確保
を図るものとする。

Ⅴ 改革の実施に向けて

1 本計画による措置は、法律改正を要するものについては、原則として、平成15年度
中に実施することとする。なお、その実施に当たっては事務・事業の一層の整理・合
理化を図ることとする。

2 公益法人が行っている事務・事業の国又は独立行政法人への移管を行う場合には、

既存体制の合理的再編成により対処することを基本とする。また、今後、独立行政法
人による実施につき引き続き検討することとされているものについても、以下の点に
十分留意することとする。

(1) 移管する事務・事業が、公共上の観点から国の強い関与が不可欠であり、民間
に委ねると効率的かつ確実な実施が見込めないこと
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(2) 原則として既存の独立行政法人を活用するとともに、国、特殊法人、独立行政

法人、公益法人等が行う関連の事務・事業を、府省の枠にとらわれることなく統
合・合理化すること

(3) 移管後の独立行政法人の事務・事業、組織の合理化・効率化を徹底し、財政負
担の軽減を実現すること

3 各府省は透明化・合理化ルールが適正に運用されるよう常に意を用いるとともに、
今回の改革で示された基本的考え方に立って、所管する事務・事業の不断の見直しに

努めるものとする。

4 本計画は、今後各府省が責任をもって実施することとなる。内閣官房は、本計画の
実施につき検討を要する事項に関し、必要に応じ調整の任に当たる。総務省は、関係
府省の協力を得て、本計画の実施状況の概要について毎年度の「公益法人に関する年

次報告」及びインターネットにおいて公表するなど、本計画のフォローアップに当た
る。



資料 3 

   

 

平成 14 年 3 月 29 日 

閣  議  決  定 

 

  

公益法人制度の抜本的改革に向けた取組みについて 

 

 最近の社会・経済情勢の進展を踏まえ、民間非営利活動を社会・経済システムの中で

積極的に位置付けるとともに、公益法人（民法第 34 条の規定により設立された法人）に

ついて指摘される諸問題に適切に対処する観点から、公益法人制度について、関連制度

（ＮＰＯ、中間法人、公益信託、税制等）を含め抜本的かつ体系的な見直しを行う。  

 

 

 上記見直しに当たっては、内閣官房を中心とした推進体制を整備し、関係府省及び民

間有識者の協力の下、平成 14 年度中を目途に「公益法人制度等改革大綱（仮称）」を策

定し、改革の基本的枠組み、スケジュール等を明らかにする。また、平成 17 年度末まで

を目途に、これを実施するための法制上の措置その他の必要な措置を講じる。  
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資料 4 

   

 

平成 15 年 6 月 27 日 

閣  議  決  定 

 

 
公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針 

 

1 改革の目的と検討の方向等  

 我が国においては、個人の価値観が多様化し、社会のニーズが多岐にわたってきてい

る。しかし、画一的対応が重視される行政部門、収益を上げることが前提となる民間営

利部門だけでは様々なニーズに十分に対応することがより困難な状況になっている。 

 これに対し、民間非営利部門はこのような制約が少なく、柔軟かつ機動的な活動を展

開することが可能であるために、行政部門や民間営利部門では満たすことのできない社

会のニーズに対応する多様なサービスを提供することができる。その結果として民間非

営利活動は、社会に活力や安定をもたらすと考えられ、その促進は、21 世紀の我が国の

社会を活力に満ちた社会として維持していく上で極めて重要である。 

 また、民間非営利活動は、国民一人一人に職場や家庭とは異なる多様な活動の場を与

えるため、個人の価値観が多様化した現代社会に対応するものである。個人の様々な価

値観を受け止め得る民間非営利活動を促進することによって、個人の活動の選択肢が広

がり自己実現の機会が増進するものと考えられる。 

 したがって、民間非営利活動を我が国の社会経済システムの中に積極的に位置付け、

その活動を促進するための方策を講ずる必要がある。 

 公益法人（民法第 34 条に基づく社団・財団をいう。以下同じ。）は、我が国の社会経

済において重要な位置を占めているこのような民間の非営利活動を担う代表的主体とし

て歴史的に一定の大きな役割を果たしてきている。 

 しかしながら、主務官庁の許可主義による我が国の公益法人制度は、明治 29 年の民法

制定以来、100 余年にわたり抜本的な見直しは行われておらず、特別法による法人制度を

除き、近年に至るまで、一般的な非営利法人制度がなかったため、時代の変化に対応し

た国民による非営利活動の妨げになってきたとの指摘がある。 

 特に、公益法人は、公益性の判断基準が不明確であり、営利法人類似の法人や共益的

な法人が主務大臣の許可によって多数設立され、税制上の優遇措置や行政の委託、補助

金、天下りの受け皿等について様々な批判、指摘を受けるに至っている。 

 こうした諸問題に対処し、更に 21 世紀の社会経済の一翼を担う民間非営利活動の発展
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を促進することが喫緊の課題となっていることから、次の方針をもって公益法人制度の

抜本的改革に取り組むこととする。 

 

2 新たな非営利法人  

（1） 一般的な非営利法人制度の創設 

     現行の公益法人制度は法人格の取得と公益性の判断や税制上の優遇措置が一体と 

    なっているため、様々な問題が生じている。 

     このため、法人格を一定の優遇措置と分離し、公益性の有無に関わらず新たに非 

    営利法人制度を創設する。 

     この非営利法人制度は、民間の非営利活動を促進するため、準則主義（登記）に 

    より簡便に設立できるものとし、そのガバナンスについては、準則主義を採る現行 

    の中間法人や営利法人を参考にしつつ、法制上の在り方を検討する。 

     なお、非営利法人制度の設計に当たっては、現行の公益法人制度の問題点を踏ま 

    えた検討を行い、現行の中間法人制度・ＮＰＯ法人制度との法制上の関係を整理す 

    ることとする。  

（2） 非営利法人における公益性 

     公益性を有する場合の優遇措置の在り方については、特別法に基づく法人制度を 

    含めた全体の体系の整合性に留意しながら引き続き検討する。その際、 

  ① 公益性の客観的で明確な判断基準の法定化、独立した判断主体の在り方 

  ② ガバナンス、残余財産の在り方、情報開示、プライバシーの保護等 

    を含め検討する。  

 

3 新たな非営利法人に対する税制上の措置  

 法人は、普遍的な国民の納税義務の下で、一般的に納税義務が課せられており、公益

性を有するなど一定の場合に税制上の優遇措置が講じられている。新たな非営利法人に

対する税制上の取扱いについては、こうした考え方を踏まえつつ、非営利法人制度の更

なる具体化にあわせて引き続き検討する。 

 

4 移行等  

 現行の公益法人から制度改革後の非営利法人への移行については、公益法人が現に公

益活動を営んでいることに配慮しつつ公平かつ合理的なシステムの下における円滑な移

行措置の在り方について検討する。 

 また、財団については、今般の改革の趣旨を尊重しつつ、制度的課題も含め、その在

り方を検討する。 
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5 今後のスケジュール等  

 有識者の協力を得つつ、関係府省との連携の下、内閣官房において上記の新たな非営

利法人制度の検討を進め、平成 16 年末までを目途にさらに基本的枠組みを具体化した上

で、所管省において税制上の措置に係る専門的検討を進めることとし、平成 17 年度末ま

でに法制上の措置等を講ずることを目指す。 

 その間、新たな制度の検討状況を適時に公表する等、広く国民の理解を得つつ、円滑

に改革を推進するよう努めるものとする。 

 

 



「公益法人制度改革に関する有識者会議」報告書について 
 

平成１６年１１月 
 
昨年６月の閣議決定「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」に基

づき、行政改革担当大臣の下で開催された「公益法人制度改革に関する有識

者会議」の報告書が取りまとめられ、その概要は以下のとおり。 
 
 
１．改革の意義 

（１）基本認識 

 民間非営利部門が果たす役割とその発展は重要。一方で、民間非営

利部門で大きな役割を果たしてきた公益法人をめぐっては、主務官庁の

自由裁量による許可制の下、法人設立が簡便でない、公益性の判断基

準が不明確、営利法人類似の法人が存在する等様々な問題が指摘。 

 

  （２）基本方針 

     主務官庁制を抜本的に見直し、新たな非営利法人制度を創設。 

① 法人格の取得と公益性の判断を分離、準則主義（登記）により

簡便に設立することができる一般的な非営利法人制度を創設。 

           →法人格取得の機会の拡大を通じて、人々の幅広い活動を

促進 

② 一般的な非営利法人のうち、一定の要件を満たすものを公益

性を有する非営利法人として、新たな判断主体が判断する仕組

みを創設。 

           →民間非営利部門における公益的活動の健全な発展を促進 

 

 

２．一般的な非営利法人制度 

（１）総則的事項 

○ 社団形態と財団形態の２種類の法人類型を設ける。 

○ 裁判所による解散命令制度、休眠法人の整理の制度を設ける。 

 



 

（２）社団形態の非営利法人制度 

○ 社員２名以上で設立可、設立時の財産保有規制を設けない。事業に

格別の制限を設けない。 

   ○ 社員総会及び理事は必置、理事会及び監事の設置も可能。 

   ○ 理事・監事の責任を明確化するとともに、代表訴訟制度を設ける。 

   ○ 拠出金制度の選択を可能とする。 

 

（３）財団形態の非営利法人制度 

○ ３００万円以上の純資産保有を義務付ける（設立時及び存続中）。 

○ 理事会、評議員会（理事の業務執行を牽制・監督）、監事を必置とす

る。 

 

（４）その他 

○ 大規模な法人については、会計監査人による監査を義務付ける方

向で検討。 

○ 財務状況の一般的な開示、定款又は寄附行為の変更、解散、合併、

清算等について法定。 

○ 中間法人制度は、一般的な社団形態の非営利法人制度に法制上

包含される関係となることから、廃止（必要な移行措置を設ける）。 

 

 

３．公益性を取り扱う仕組みのあり方 

（１）判断主体のあり方 

○ 国における判断主体：現在の主務官庁から中立的に判断を行い得る

特定の大臣の下に、民間有識者からなる合議制の委員会を設置し、こ

の委員会において実質的に判断。 

      ・判断主体の主な機能：①公益性の判断、②事後チェック（監督）、

③不服申立ての処理など 

      ・必要な審議体制・事務体制を整備   

      ・様々な分野の公益性を専門的見地から適切に判断できる措置 

○ 地方における判断主体：都道府県に国に準じた組織・機能を有する

 



判断主体を設置し、住民の考えを適切に反映しつつ、公益性の判断等

を行う。なお、国と都道府県との間で公益性の判断等の取扱いについ

て整合を欠くことのない仕組みとする。 

 

（２）判断要件のあり方 

○ 法人の目的、事業及び規律の面から、現行の公益法人の指導監督

基準等の考え方を踏まえつつ、可能な限り客観的で明確なものとす

る。 

○ 目的については、積極的に不特定多数の利益の実現を図ることを基

本とする。（共益的な目的・事業は、従たる範囲内） 

○ 事業については、具体的な公益的事業を適切に列挙するほか、 

・ 公益的事業の規模は法人の事業の過半を占めること、 

・ 営利企業の行う事業を阻害することのないようにすること、 

・ 収益的事業の利益は原則として公益的事業のために使用するこ

と 

等とする。 

○ 規律については、公益性を有する法人に相応しい規律のしっかりし

た法人の受け皿の仕組みを構築する観点から、 

   ・ 同一親族等が理事・評議員に占める割合が過大でないこと、 

・ 残余財産の帰属者が、類似目的の公益性を有する法人、国・地

方公共団体等一定の範囲に限られていること、 

   ・ 内部留保が不当に過大ではないこと、 

・ 株式保有等を制限すること 

等とする。 

 

（３）適正運営確保のあり方 

○ ガバナンスについては、理事会及び監事を必置

○ 情報開示については、 

・ プライバシー保護等に留意しつつ、インターネットの活用も含め、

国民一般に対して情報開示。 

・ 開示事項は、業務・財務等に係る事項、公益性判断要件に係る

事項、役員報酬や管理費の水準等社会監視に付すべき事項。 

 



・ 判断主体においても、法人の開示情報を集約し、全国的なデータ

ベース化を行い、インターネットにより国民一般に公開。 

○ 事後チェック（監督）については、 

・ 事業報告書等の定期的提出、勧告・命令、公益性の判断の取消

し等を、より明確なルールに基づき適切に行う。 

・ 公益性を有する法人の活動実績を踏まえ、一定期間ごとに公益

性の有無を確認する仕組みを導入。 

 

（４）その他 

○ 特定非営利活動法人制度は引き続き存置。 

 

 

４．現行公益法人の新制度への移行のあり方 

○ 現に公益法人が公益活動を行い多くの受益者が存在することに配慮し

つつ、公平かつ合理的な基準及び手続を明らかにし、必要十分な移行期

間を設け、円滑に移行。

○ 移行措置に係る諸手続が事業継続への支障とならないよう、手続、事

務の簡素化にも留意。 
○ 公益性を有する非営利法人への移行の適否は、新たな判断主体が一

定の基準に照らし判定。

○ 公益性を有する非営利法人への移行が適当でないものは、基本的に、

一般の非営利法人に移行。 

 



 

資料 6 

今後の行政改革の方針（抄） 

 

平成 16 年 12 月 24 日 

 閣  議  決  定 

 

 

 

（略） 

 

 

７ 公益法人制度の抜本的改革 

  現行の公益法人（民法第３４条に基づく社団及び財団をいう。以下同じ。）の制

度の抜本的改革については、行政の在り方を見直す観点からも重要であること

にかんがみ、現行の主務官庁による設立許可制度を廃止し、２１世紀の我が国

の社会経済にふさわしい透明性の高い新たな仕組みの構築を目指すなど、「公

益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）

に基づき、改革を着実に実施していくものとする。 

このため、一般的な非営利法人制度、公益性を有する非営利法人を判断する

仕組み、現行公益法人の新たな制度への移行等について、その基本的枠組みを

別紙３のとおり具体化し、これに基づき、更に具体的な検討を進めることとし、

所要の法律案を平成１８年の通常国会に提出することを目指す。 
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公益法人制度改革の基本的枠組み 

 

 「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）

に基づき、公益法人制度改革の基本的枠組みを以下のとおり具体化する。 

 

１ 改革の方向性 

 (１) 改革の趣旨 

我が国において、個人の価値観が多様化し、社会のニーズが多岐にわたってき

ている中、行政部門や民間営利部門では満たすことのできない社会のニーズに対

応する多様なサービスを提供し得る民間非営利部門を、社会経済システムの中に

積極的に位置付けることが重要である。 

また、民法制定以来 100 余年にわたり抜本的な見直しが行われていない現行の

公益法人（民法第３４条に基づく社団及び財団をいう。以下同じ。）の制度につい

ては、歴史的に大きな役割を果たしてきたものの、主務官庁の許可主義の下、法

人設立が簡便でなく、公益性の判断基準が不明確であり、営利法人類似の法人が

存続しているなど様々な批判、指摘を受けるに至っている。 

このため、こうした諸問題に適切に対処する観点から現行の公益法人制度を抜

本的に見直し、広く民間非営利部門の活動の健全な発展を促進することが重要な

課題となっている。 

(２) 基本的な仕組み 

現行の公益法人の設立に係る許可主義を改め、法人格の取得と公益性の判断を

分離することとし、公益性の有無に関わらず、準則主義（登記）により簡便に設

立できる一般的な非営利法人制度を創設する。 

また、各官庁が裁量により公益法人の設立許可等を行う主務官庁制を抜本的に

見直し、民間有識者からなる委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人につい

て目的、事業等の公益性を判断する仕組みを創設する。 

 

２ 一般的な非営利法人制度 

(１) 総則的事項 

法人類型は、法人格付与の対象に応じ、社団形態と財団形態の２種類とする。 

準則主義に伴う法人制度の濫用防止の観点から、株式会社制度と同様の解散命

令制度・休眠法人整理の制度を設ける。 

 (２) 社団形態の非営利法人制度 

営利を目的としない団体を設立して活動しようとする人々の自由活発な活動を
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促進するため、社員となろうとする者が２名以上集えば、一定額以上の財産的基

盤がなくとも、法人の設立を可能とするほか、その事業について格別の制限をせ

ず、公益活動を含めた幅広い活動ができることとする。 

法人の自律的な運営を確保するため、社員総会及び理事の制度を設けるほか、

定款による理事会や監事の設置を可能とする。 

また、法人運営の適正化を図るため、理事の法人又は第三者に対する責任規定、

社員による代表訴訟制度及び法人の財務状況の一般的な開示制度を設けることに

より、株式会社制度と同程度の自律的なガバナンスを確保する。 

法人の非営利性を維持しつつ、その資金調達手段や財産的基盤を確保するため、

拠出金制度の選択を可能とする。 

(３) 財団形態の非営利法人制度 

設立者の創意に基づく財産の社会的な活用を促進するため、必要最小限の資産

で、法人の設立を可能とするが、その目的及び事業に一定の制限を設けることの

当否について検討する。 

設立者の意思を尊重しつつ、法人の自律的な運営を確保するため、理事の業務

執行を牽制、監督する新たな法定の機関（評議員会）を設けるほか、理事会及び

監事を必置機関とする。また、法人運営の適正化を図るため、社団形態の非営利

法人の場合と同様、理事の法人又は第三者に対する責任規定及び法人の財務状況

の一般的な開示制度を設ける。 

(４) その他 

以上のほか、定款又は寄附行為の変更、合併、解散、清算等に関する所要の規

定を設ける。 

また、一定規模以上の法人については、会計監査人による監査を義務付ける方

向で検討する。 

なお、中間法人制度は、社団形態の非営利法人制度に包含される関係となるた

め、これを廃止することとし、移行に関する所要の規定を設ける。 

 

３ 公益性を有する非営利法人を判断する仕組み 

以下の方針により、公益性を有するにふさわしい規律のしっかりした非営利法人

の受け皿となる仕組みを構築する観点から、具体的な制度設計を進める。 

なお、特定非営利活動法人制度については、引き続き存置されるものとする。 

(１) 判断主体 

現在の主務官庁から中立的に判断を行うために、内閣に民間有識者からなる委

員会を設置し、当該委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人について目的、
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事業等の公益性を判断することとし、事後チェック、不服申立ての処理等を含め、

業務を的確かつ迅速に遂行できるよう、必要な事務体制の整備を図るとともに、

様々な活動分野における公益性を専門的見地から適切に判断できる措置を検討す

る。 

また、一定の地域を拠点として活動する非営利法人に関しては、原則として都

道府県知事において判断等を行うこととする。その際、都道府県に国に準じた機

能を有する体制を整備し、国との間で公益性の判断等の取扱いについて整合を図

る。 

(２) 判断要件 

  判断要件については、現行の「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８

年９月２０日閣議決定。以下「指導監督基準」という。）等を踏まえつつ、法人の

目的、事業及び規律の面から、できる限り裁量の余地の少ない明確なものとする。 

公益性を有する非営利法人（以下(2)及び(3)において「法人」という。）の目的

については、積極的に不特定多数者の利益の実現を図ることを基本とし、共益は

従たる目的となる範囲内で認められる方向で検討する。 

法人の事業については、公益的事業の規模は法人の事業の過半を占めること、

付随的に収益を目的として行う収益的事業の利益は原則として公益的事業のため

に使用されること、公益的事業が営利企業の行う活動を阻害しないことなど所要

の要件を設け、具体的な公益的事業を適切に規定する方向で検討する。 

法人の規律については、同一親族等が理事及び評議員に占める割合を制限するこ

と、解散した法人の残余財産の帰属者を他の類似の公益目的の法人や国・地方公共

団体等一定の範囲に限ること、将来の公益的事業の実施に必要な範囲を超えた過大

な資金等が留保されないこと、株式保有等を資産運用等の場合を除き原則として禁

止することなど所要の要件を設ける方向で検討する。 

(３) 適正運営確保の方策 

法人については、理事会及び監事を必置機関とするなど適切なガバナンスを求

めることとする。 

また、プライバシーの保護等に留意しつつ、法人の組織、運営等について、イ

ンターネットの活用も含め、国民一般に対する情報開示の強化を図る。開示事項

については、現行の指導監督基準による業務及び財務等に関する事項のほか、公

益性の判断要件に係る事項、その他役員報酬に関する事項、管理費の水準等法人

の適正運営を確保する観点から開示が望ましい事項とする方向で検討する。また、

判断主体においても、法人が開示している情報を集約し、インターネットも活用

しつつ、国民一般に分かりやすく開示することとする。 
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さらに、事業報告書等の定期的な提出、報告徴収・立入検査、命令、公益性判

断の取消し等必要な監督上の措置を、より明確な要件の下で判断主体が適切に講

ずる方向で検討する。また、判断主体が、一定期間ごとに法人の活動実績を踏ま

えて公益性の有無を確認することとする。 

 

４ その他 

(１) 現行公益法人の新たな制度への移行 

現行公益法人の新たな制度への移行に当たっては、公益法人が現に公益活動を継

続的に行ってきており多くの受益者が存することに配慮しつつ、公平かつ合理的

なシステムの下における円滑な移行を推進するため、十分な準備期間及び移行期

間、組織変更等の簡易・円滑な転換手続を設ける等必要な措置を講ずるものとす

る。 

その際、現行公益法人のうち、新たな判断主体により、公益性の判断要件を踏ま

えた一定の基準に適合すると判定されたものは、公益性を有する非営利法人に簡

易な手続で移行すること、一方、当該基準に適合しないと判定されたものや公益

性を有する非営利法人への移行を望まないものは、財産承継に関する条件の下、

基本的に一般の非営利法人（一般的な非営利法人制度に基づく法人であって、公

益性を有するとの判断を受けていないものをいう。）に移行することとする方向で、

その公平かつ合理的な基準及び手続について、引き続き検討する。 

なお、新たな制度への移行措置は、新たな判断主体が実施することとなるが、内

閣官房、総務省及び各公益法人所管官庁においても、移行に関する方針の検討等

必要な準備を進める。 

(２) 今後のスケジュール等 

今後、この基本的枠組みに基づき、内閣官房において、関係府省との連携の下、

更に法制化に向けた具体的検討を行うとともに、「公益法人制度の抜本的改革に関

する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）に基づき所管省において税制上

の措置に係る専門的検討を進めることとし、所要の法律案を平成１８年の通常国

会に提出することを目指す。また、内閣官房は、総務省及び各公益法人所管官庁

と連携して、新たな非営利法人制度の着実かつ円滑な施行に向けた準備作業に着

手する。 

 



  

公益法人会計基準の改正等について 
 

平 成 １ ６ 年 １ ０ 月 １ ４ 日 
公益法人等の指導監督等に関する 
関 係 省 庁 連 絡 会 議 申 合 せ 

 
 
１ 会計基準の設定及び改正の経緯等 
 （１）設定及び改正の経緯 
  「公益法人会計基準」（以下「会計基準」という。）は、昭和５２年３月４日に公益法

人監督事務連絡協議会の申合せとして設定され、その後、昭和６０年９月１７日の公益

法人指導監督連絡会議決定による改正が行われ、公益法人が会計帳簿及び計算書類を作

成するための基準として活用されてきた。 
  しかし、前回改正から相当の期間が経過し、その間、公益法人をめぐる社会的及び経

済的環境が大きく変化してきている状況にかんがみ、会計基準については、平成１２年

４月から総理府（当時）管理室の要請を受けて、「公益法人会計基準検討会」（座長：加

古宜士早稲田大学教授）が会計基準の問題点を整理し、今後の改正の方向性について検

討を行ってきた。また、「行政改革大綱」（平成１２年１２月１日閣議決定）においても、

会計基準の改善策の検討を行うこととされたところである。同検討会は、平成１３年１

２月、それまでの検討結果を「公益法人会計基準の見直しに関する論点の整理（中間整

理）」として取りまとめ、公表した。 
  平成１４年３月２９日には、会計基準の「理論及び実務の進展に即して更に充実と改

善を図る」ための検討を行うため、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事

会（以下「幹事会」という。）において、会計基準の検討を行うことを申し合わせ、改め

て「公益法人会計基準検討会」（以下「検討会」という。）（座長：加古宜士早稲田大学教

授）を幹事会の下に開催し、所要の検討を行った結果、平成１５年３月２８日に検討会

から幹事会に対し、「公益法人会計基準（案）について」の報告が行われた。 
  その後、新たな会計基準の実施に当たって必要な事項について、総務省において事務

的な検討が進められてきたところであるが、その検討についても見通しが得られたこと

から、今般、会計基準の全部を別紙のとおり改正することとした。 
（２）改正の方針及び主な改正事項 
  公益法人を取り巻く社会経済状況の変化を受け、公益法人においても一層効率的な事

業運営が求められることとなり、事業の効率性に関する情報を充実させる必要が生じて

いる。また、一部公益法人による不祥事等を受けて、公益法人の事業活動の状況を透明

化し、寄付者等（会員等を含む。以下同じ。）から受け入れた財産の受託責任についてよ

り明確にすることを通じて、広く国民に対して理解しやすい財務情報を提供することが



  

求められている。さらに、公益法人は多数の者の寄付等に支えられつつ、不特定多数の

者の利益のために活動する法人であることから、その活動内容については、広く国民一

般も関心を持っている。 
  こうした認識の下、公益法人の活動状況を分かりやすく広く国民一般に対して報告す

るものとするため、会計基準の全面的な改正を行うこととした。 
  主な改正事項は次のとおりである。 
 ア 従来の資金収支計算を中心とする体系を見直し、貸借対照表、正味財産増減計算書

及び財産目録から構成する財務諸表を作成する。このため、従来会計基準で定めてき

た収支予算書及び収支計算書については、会計基準の範囲外とする。 
 イ 大規模公益法人については、その財務内容に対する関心が多数の利用者から向けら

れていること、資産及び負債の内容が多様かつ複雑となっていることから、上記の財

務諸表の体系に加えて、キャッシュ・フロー計算書を作成する。 
 ウ 貸借対照表の正味財産の部について、寄付者等から受け入れた財産に対する法人の

受託責任を明確化するため、寄付者等の意思によって特定の目的に使途が制限されて

いる寄付を受け入れた部分を指定正味財産として表示する。また、指定正味財産以外

の正味財産は一般正味財産として表示する。 
 エ 正味財産増減計算書の様式について、当期正味財産増減額を増加原因及び減少原因

に分けてその両者を総額で示す様式（フロー式）に統一するとともに、正味財産の増

加原因を収益とし、減少原因を費用として表示する。 
 オ 財務諸表に対する注記事項について、関連当事者間取引、有価証券の時価その他の

注記を拡充する。 
 
２ 本会計基準の性格 
  本会計基準は、公益法人会計に関する一般的、標準的な基準を示したものであり、公

益法人会計の理論及び実務の進展に即して、今後、更に充実と改善を図っていこうとす

るものである。 
 
３ 本会計基準の取扱い 
  主務官庁は、「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８年９月２０日閣議決定）

に従い、公益法人の会計処理は原則として本会計基準によるものとするよう公益法人に

対し指導するものとする。 
 
４ 内部管理事項について 
  本会計基準においては、当該基準の目的を広く国民に対して公益法人の活動状況を分

かりやすく提供することにあるとし、こうした観点から財務諸表の作成方法について定

めたところであり、これ以外の内部管理事項（会計処理規程、会計帳簿、収支予算書及



  

び収支計算書の作成並びに書類の保存）については、当該基準においては特段の定めを

置かないこととした。 
  しかしながら、現行の指導監督体制の下において、これらの内部管理事項についても

統一的な取扱いが定められ、実施されてきたことにかんがみ、現在検討が進められてい

る公益法人制度の抜本的改革が行われるまでの間については、引き続き上記書類の作成

及び保存を行うものとする。 
 
５ 本会計基準の実施時期 
  本会計基準は、平成１８年４月１日以後開始する事業年度からできるだけ速やかに実

施するものとする。 
 
６ その他 
  正味財産増減計算書について、当期正味財産増減額を増加原因及び減少原因に分けて

その両者を総額で示す様式（フロー式）にする等の従前の会計基準においても実施され

てきた事項については、平成１８年度以降の円滑な会計基準の移行に資するものとする

よう実施の奨励を図っていくものとする。 
  また、本会計基準の実施に当たって必要となる具体的な指針等については、今後、適

切に措置していくものとする。 
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公益法人会計基準 

 

第１ 総則 

１ 目的及び適用範囲 

この会計基準は、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 34 条の規定に基づき設立された

公益法人（以下「公益法人」という。）の財務諸表の作成の基準を定め、公益法人の健

全なる運営に資することを目的とする。 

２ 一般原則 

公益法人は、次に掲げる原則に従って、財務諸表（貸借対照表、正味財産増減計算

書及び財産目録をいう。以下同じ。）を作成しなければならない。（注１） 

(1)  財務諸表は、資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況に関す

る真実な内容を明りょうに表示するものでなければならない。 

(2)  財務諸表は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて

作成しなければならない。 

(3)  会計処理の原則及び手続並びに財務諸表の表示方法は、毎事業年度これを継続

して適用し、みだりに変更してはならない。 

(4)  重要性の乏しいものについては、会計処理の原則及び手続並びに財務諸表の表

示方法の適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他の簡便な方法によること

ができる。（注２） 

３ 事業年度 

公益法人の事業年度は、定款又は寄附行為で定められた期間によるものとする。 

４ 会計区分 

公益法人は、特定の目的のために特別会計を設けることができる。 

５ 財務諸表の科目 

財務諸表の科目は、別表に準拠してその性質を示す適当な名称で表示するものとす

る。 

 

第２ 貸借対照表 

１ 貸借対照表の内容 

貸借対照表は、当該事業年度末現在におけるすべての資産、負債及び正味財産の状

態を明りょうに表示するものでなければならない。 

２ 貸借対照表の区分 

貸借対照表は、資産の部、負債の部及び正味財産の部に分かち、更に資産の部を流

動資産及び固定資産に、負債の部を流動負債及び固定負債に、正味財産の部を指定正

味財産及び一般正味財産に区分しなければならない。なお、正味財産の部には、指定

別 紙 
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正味財産及び一般正味財産のそれぞれについて、基本財産への充当額及び特定資産へ

の充当額を内書きとして記載するものとする。（注３）（注４）（注５） 

 

３ 資産の貸借対照表価額 

(1)  資産の貸借対照表価額は、原則として、当該資産の取得価額を基礎として計上

しなければならない。交換、受贈等によって取得した資産の取得価額は、その取

得時における公正な評価額とする。（注６） 

(2)  受取手形、未収金、貸付金等の債権については、取得価額から貸倒引当金を控

除した額をもって貸借対照表価額とする。 

(3)  満期まで所有する意思をもって保有する社債その他の債券（以下「満期保有目

的の債券」という。）並びに子会社株式及び関連会社株式については、取得価額を

もって貸借対照表価額とする。満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会

社株式以外の有価証券のうち市場価格のあるものについては、時価をもって貸借

対照表価額とする。（注７）（注８）（注９） 

(4)  棚卸資産については、取得価額をもって貸借対照表価額とする。ただし、時価

が取得価額よりも下落した場合には、時価をもって貸借対照表価額とすることが

できる。 

(5)  有形固定資産及び無形固定資産については、その取得価額から減価償却累計額

を控除した価額をもって貸借対照表価額とする。 

(6)  資産の時価が著しく下落したときは、回復の見込みがあると認められる場合を

除き、時価をもって貸借対照表価額としなければならない。ただし、有形固定資

産及び無形固定資産について使用価値が時価を超える場合、取得価額から減価償

却累計額を控除した価額を超えない限りにおいて使用価値をもって貸借対照表価

額とすることができる。 

４ 貸借対照表の様式 

貸借対照表は、様式１に準じ作成するものとする。この場合において、特別会計を

設けているときは、様式５－１に準じ総括表を併せて作成するものとする。（注１０） 

 

第３ 正味財産増減計算書 

１ 正味財産増減計算書の内容 

正味財産増減計算書は、当該事業年度における正味財産のすべての増減内容を明り

ょうに表示するものでなければならない。 

２ 正味財産増減計算書の区分 

正味財産増減計算書は、一般正味財産増減の部及び指定正味財産増減の部に分かち、

更に一般正味財産増減の部を経常増減の部及び経常外増減の部に区分するものとする。

（注５）（注１１）（注１２）（注１３） 
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３ 正味財産増減計算書の構成 

一般正味財産増減の部は、経常収益及び経常費用を記載して当期経常増加額（減少

額）を表示し、これに経常外増減に属する項目を加減して当期一般正味財産増加額（減

少額）を表示するとともに、更にこれに一般正味財産期首残高を加算して一般正味財

産期末残高を表示しなければならない。 

指定正味財産増減の部は、指定正味財産増加額（減少額）を発生原因別に表示し、

これに指定正味財産期首残高を加算して指定正味財産期末残高を表示しなければなら

ない。（注４）（注１３） 

４ 正味財産増減計算書の様式 

正味財産増減計算書は、様式２に準じ作成するものとする。この場合において、特

別会計を設けているときは、様式５－２に準じ総括表を併せて作成するものとする。

（注１０） 

 

第４ 財務諸表の注記 

１ 財務諸表には、次の事項を注記しなければならない。 

(1)  資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基準等

財務諸表の作成に関する重要な会計方針 

(2)  重要な会計方針を変更したときは、その旨、変更の理由及び当該変更による影

響額 

(3)  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

(4)  基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

(5)  担保に供している資産 

(6)  固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合には、

当該資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

(7)  債権について貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該債

権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

(8)  保証債務（債務の保証を主たる目的事業とする公益法人の場合を除く。）等の偶

発債務 

(9)  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

(10) 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

(11)  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

(12)  関連当事者との取引の内容（注１４） 

(13)  重要な後発事象 

(14)  その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を

明らかにするために必要な事項 

２ 財務諸表の注記の様式 
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財務諸表に対する注記事項は、様式３に準じ記載するものとする。 

 

第５ 財産目録 

１ 財産目録の内容 

財産目録は、当該事業年度末現在におけるすべての資産及び負債につき、その名称、

数量、価額等を詳細に表示するものでなければならない。 

２ 財産目録の区分 

財産目録は、貸借対照表の区分に準じ、資産の部と負債の部に分かち、正味財産の

額を示さなければならない。 

３ 財産目録の価額 

財産目録の価額は、貸借対照表記載の価額と同一とする。 

４ 財産目録の様式 

財産目録は、様式４に準じ作成するものとする。なお、財産目録は、特別会計を設

けている場合においても、当該公益法人全体について作成するものとする。 
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公益法人会計基準注解 

 

（注１）キャッシュ・フロー計算書の作成について 

１  大規模公益法人は、貸借対照表、正味財産増減計算書及び財産目録に加えて、

財務諸表の一つとして、キャッシュ・フロー計算書を作成しなければならない。 

２  キャッシュ・フロー計算書は、当該事業年度におけるキャッシュ・フローの

状況について、事業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシ

ュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローに区分して記載するものと

する。 

３  キャッシュ・フロー計算書には、当該事業年度におけるすべての現金及び現

金同等物の収入及び支出を記載しなければならない。 

４  事業活動によるキャッシュ・フローの区分においては、直接法又は間接法の

いずれかを用いてキャッシュ・フローの状況を記載しなければならない。 

５  キャッシュ・フロー計算書には、資金の範囲及び重要な非資金取引について

注記するものとする。 

６  キャッシュ・フロー計算書は、様式６－１又は様式６－２に準じ作成するも

のとする。なお、キャッシュ・フロー計算書は、特別会計を設けている場合に

おいても、当該公益法人全体に係るキャッシュ・フローの状況を表示するもの

とする。 

 
（注２）重要性の原則の適用について 

重要性の原則の適用例としては、次のようなものがある。 

(1)  消耗品、貯蔵品等のうち、重要性が乏しいものについては、その買入時又

は払出時に正味財産の減少原因として処理する方法を採用することができる。 

(2)  取得価額と債券金額との差額について重要性が乏しい満期保有目的の債券

については、償却原価法を適用しないことができる。 

(3)  寄付によって受け入れた金額に重要性が乏しい場合、寄付者等（会員等を

含む。以下同じ。）からの制約が課される期間に重要性が乏しい場合、又は寄

付者等からの制約に重要性が乏しい場合には、当該寄付によって増加した正

味財産を指定正味財産の増加額としないで、一般正味財産の増加額として処

理することができる。 

(4)  所有権が借手に移転すると認められるファイナンス・リース取引について、

取得したリース物件の価額に重要性が乏しい場合、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じて会計処理を行うことができる。 

(5)  法人税法上の収益事業に係る課税所得の額に重要性が乏しい場合、税効果
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会計を適用しないで、繰延税金資産又は繰延税金負債を計上しないことがで

きる。 

 

（注３）基本財産及び特定資産の表示について 

１  当該公益法人が基本財産又は特定資産を有する場合には、固定資産を基本財

産、特定資産及びその他固定資産に区分するものとする。 

２  当該公益法人が特定の目的のために預金、有価証券等を有する場合には、当

該資産の保有目的を示す独立の科目をもって、貸借対照表上、特定資産の区分

に記載するものとする。 

 

（注４）総額主義について 

貸借対照表における資産、負債及び正味財産は、総額をもって記載することを原

則とし、資産の項目と負債又は正味財産の項目とを相殺することによって、その全

部又は一部を貸借対照表から除去してはならない。 

総額主義の原則は、正味財産増減計算書においても適用する。 

 

（注５）指定正味財産の区分について 

寄付によって受け入れた資産で、寄付者等の意思により当該資産の使途について

制約が課されている場合には、当該受け入れた資産の額を、貸借対照表上、指定正

味財産の区分に記載するものとする。また、当期中に当該寄付によって受け入れた

資産の額は、正味財産増減計算書における指定正味財産増減の部に記載するものと

する。 

 

（注６）外貨建の資産及び負債の決算時における換算について 

 外国通貨、外貨建金銭債権債務（外貨預金を含む。）及び外貨建有価証券等につい

ては、子会社株式及び関連会社株式を除き、決算時の為替相場による円換算額を付

すものとする。 

決算時における換算によって生じた換算差額は、原則として、当期の為替差損益

として処理する。 

 

（注７）満期保有目的の債券の評価について 

満期保有目的の債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合におい

て、取得価額と債券金額との差額の性格が金利の調整と認められるときは、償却原

価法に基づいて算定された価額をもって貸借対照表価額としなければならない。 

 

（注８）満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券について 
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満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券のうち市

場価格のあるものについては、時価評価に伴って生じる評価差額は、当期の正味財

産増減額として処理するものとする。 

 

（注９）指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた有価証券の会計処理について 

指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた有価証券を時価又は償却原価

で評価する場合には、従前の帳簿価額との差額は、正味財産増減計算書上、指定正

味財産増減の部に記載するものとする。 

 

（注１０）特別会計を設けている場合の総括表における内部取引高等の相殺消去について 

当該公益法人が特別会計を設けている場合、他の会計区分との間において生ずる

内部取引高は、正味財産増減計算書総括表において相殺消去するものとする。また、

他の会計区分との間における内部貸借取引の残高は、貸借対照表総括表において相

殺消去するものとする。 

 

（注１１）補助金等について 

法人が国又は地方公共団体等から補助金等を受け入れた場合、原則として、その

受入額を受取補助金等として指定正味財産増減の部に記載し、補助金等の目的たる

支出が行われるのに応じて当該金額を指定正味財産から一般正味財産に振り替える

ものとする。なお、当該事業年度末までに目的たる支出を行うことが予定されてい

る補助金等を受け入れた場合には、その受入額を受取補助金等として一般正味財産

増減の部に記載することができる。 

ただし、当該補助金等が国又は地方公共団体等の補助金等交付業務を実質的に代

行する目的で当該法人に一時的に支払われたものである場合等、当該補助金等を第

三者へ交付する義務を負担する場合には、当該補助金等は預り補助金等として処理

し、事業年度末における残高を負債の部に記載するものとする。 

 

（注１２）一般正味財産増減の部における経常外増減に属する項目について 

 一般正味財産増減の部における経常外増減に属する項目には、臨時的項目及び過

年度修正項目がある。 

 なお、経常外増減に属する項目であっても、金額の僅少なもの又は毎期経常的に

発生するものは、経常増減の区分に記載することができる。 

 

（注１３）指定正味財産の部から一般正味財産の部への振替について 
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次に掲げる金額は、指定正味財産の部から一般正味財産の部に振り替え、当期の

振替額を正味財産増減計算書における指定正味財産増減の部及び一般正味財産増減

の部に記載しなければならない。 

(1)  指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた資産について、制約が

解除された場合には、当該資産の帳簿価額 

(2)  指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた資産について、減価償

却を行った場合には、当該減価償却費の額 

(3)  指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた資産が災害等により消

滅した場合には、当該資産の帳簿価額 

なお、一般正味財産増減の部において、指定正味財産からの振替額は、その性格

に従って、経常収益又は経常外収益として記載するものとする。 

 

（注１４）関連当事者との取引の内容について 

１ 関連当事者とは、次に掲げる者をいう。 

(1)  当該公益法人を支配する法人 

(2)  当該公益法人によって支配される法人 

(3)  当該公益法人と同一の支配法人をもつ法人 

(4)  当該公益法人の役員及びその近親者 

２  関連当事者との取引については、次に掲げる事項を原則として関連当事者ご

とに注記しなければならない。 

(1)  当該関連当事者が法人の場合には、その名称、所在地、直近の年度末におけ

る資産総額及び事業の内容。なお、当該関連当事者が会社の場合には、当該関

連当事者の議決権に対する当該公益法人の所有割合 

(2)  当該関連当事者が個人の場合には、その氏名及び職業 

(3)  当該公益法人と関連当事者との関係 

(4)  取引の内容 

(5)  取引の種類別の取引金額 

(6)  取引条件及び取引条件の決定方針 

(7)  取引により発生した債権債務に係る主な科目別の期末残高 

(8)  取引条件の変更があった場合には、その旨、変更の内容及び当該変更が財務

諸表に与えている影響の内容 

３  関連当事者との間の取引のうち次に定める取引については、２に規定する注

記を要しない。 

(1)  一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の受取りその他取引の

性格からみて取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取引 

(2)  役員に対する報酬、賞与及び退職慰労金の支払い 
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別表 

財務諸表の科目 

 ここに示した科目は、一般的、標準的なものであり、事業の種類、規模等に応じて科目

を追加又は省略することができる。なお、必要に応じて小科目を設定することが望ましい。 

 

１ 貸借対照表に係る科目及び取扱要領 

（資産の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

流動資産   

 現金預金 現金、当座預金、普通預金、定期預金、郵便貯金等

 受取手形  

 未収会費  

 未収金  

 前払金  

 有価証券 売買目的で保有する有価証券及び貸借対照表日後１

年以内に満期の到来する債券等（ただし、基本財産

又は特定資産に含まれるものを除く） 

 貯蔵品  

固定資産   

 基本財産  寄附行為又は定款において基本財産と定められた資

産 

 土地  

 投資有価証券 満期保有目的の債券等、流動資産の区分に記載され

ない有価証券（貸付信託受益証券等を含む）で基本

財産と定めたもの 

 特定資産   

 退職給付引当資産 退職給付を支払うための特定預金等 

 減価償却引当資産 固定資産の減価償却相当額を特定預金とした場合の

預金等 

 ○○○積立資産  

その他固定資産   

 建物  

 構築物  

 車両運搬具  

 什器備品  

 土地  

 建設仮勘定 建設中又は制作中の有形固定資産（工事前払金、手

付金等を含む） 

 借地権  

 電話加入権  

 敷金  

 保証金  
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 投資有価証券  

 子会社株式  

 関連会社株式  

 

（負債の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

流動負債   

 支払手形  

 未払金 事業費等の未払額 

 前受金 受取会費等の前受額 

 預り金 源泉所得税、社会保険料等の預り金 

 短期借入金 返済期限が貸借対照表日後１年以内の借入金（返済

期限が１年以内となった長期借入金を含む） 

固定負債   

 長期借入金 返済期限が貸借対照表日後１年超の借入金 

 退職給付引当金 退職給付に係る見積債務額から年金資産額等を控除

したもの 

 受入保証金  

 

（正味財産の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

指定正味財産  寄付者等（会員等を含む）によりその使途に制約が

課されている資産の受入額 

 国庫補助金  

 地方公共団体補助金  

 民間補助金  

 

 

 

寄付金 

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

 

指定正味財産合計のうち基本財産への充当額 

指定正味財産合計のうち特定資産への充当額 

一般正味財産   

 

 

 

一般正味財産 

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

正味財産から指定正味財産を控除した額 

一般正味財産合計のうち基本財産への充当額 

一般正味財産合計のうち特定資産への充当額 

 

２ 正味財産増減計算書に係る科目及び取扱要領 

（一般正味財産増減の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

経常収益   

基本財産運用益  基本財産の運用益 
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 基本財産受取利息  

 基本財産受取配当金  

 基本財産受取賃貸料  

特定資産運用益 

 

 

受取入会金 

 

特定資産受取利息 

特定資産受取配当金 

 

 受取入会金  

受取会費   

 正会員受取会費  

 特別会員受取会費  

 賛助会員受取会費  

事業収益   

 ○○事業収益  

受取補助金等  事業費等に充当する目的で毎年度経常的に受取るも

の 

指定正味財産から一般正味財産への振替額を含む 

 受取国庫補助金  

 受取地方公共団体補助金  

 受取民間補助金  

 ○○受託収益  

 受取国庫助成金  

 受取地方公共団体助成金  

 受取民間助成金  

受取負担金  指定正味財産から一般正味財産への振替額を含む 

 受取負担金  

受取寄付金  指定正味財産から一般正味財産への振替額を含む 

 受取寄付金  

 募金収益  

雑収益   

 受取利息  

 有価証券運用益  

 雑収益  

他会計からの繰 

入額 

 毎年度経常的に他会計から繰り入れられる金銭等 

 ○○会計からの繰入額  

経常費用   

事業費  事業の目的のために直接要する費用で管理費以外の

もの 

必要に応じて、事業の種類ごとに区分して記載する

 給料手当  

 臨時雇賃金  

 退職給付費用  
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 福利厚生費  

 旅費交通費  

 通信運搬費  

 減価償却費  

 消耗什器備品費  

 消耗品費  

 修繕費  

 印刷製本費  

 燃料費  

 光熱水料費  

 賃借料  

 保険料  

 諸謝金  

 租税公課  

 支払負担金  

 支払助成金  

 支払寄付金  

 委託費  

 雑費  

管理費  各種の事業を管理するため、毎年度経常的に要する

費用 

 役員報酬  

 給料手当  

 退職給付費用  

 福利厚生費  

 会議費  

 旅費交通費  

 通信運搬費  

 減価償却費  

 消耗什器備品費  

 消耗品費  

 修繕費  

 印刷製本費  

 燃料費  

 光熱水料費  

 賃借料  

 保険料  

 諸謝金  

 租税公課  

 支払負担金  

 支払寄付金  

 支払利息  

 有価証券運用損  
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他会計への繰出 

額 

 

雑費 

 

 

○○会計への繰出額 

 

毎年度経常的に他会計へ繰り出される金銭等 

 

 

経常外収益   

基本財産評価益  一般正味財産を充当した基本財産の評価益 

 基本財産評価益  

固定資産売却益  固定資産の売却による売却差益 

 建物売却益  

 車両運搬具売却益  

 什器備品売却益  

 土地売却益  

 借地権売却益  

 電話加入権売却益  

固定資産受贈益  指定正味財産から一般正味財産への振替額を含む 

 土地受贈益  

 投資有価証券受贈益  

経常外費用   

基本財産評価損  一般正味財産を充当した基本財産の評価損 

 基本財産評価損  

固定資産売却損  固定資産の売却による売却差損 

 建物売却損  

 車両運搬具売却損  

 什器備品売却損  

 土地売却損  

 借地権売却損  

 電話加入権売却損  

災害損失   

 災害損失  

 

（指定正味財産増減の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

受取補助金等  使途が制約されている補助金等の受入額 

 受取国庫補助金  

 受取地方公共団体補助金  

 

 

 

 

受取民間補助金  

受取国庫助成金 

受取地方公共団体助成金 

受取民間助成金 

 

受取負担金 

 

受取寄付金 

 

受取負担金 
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 受取寄付金  

固定資産受贈益 

 

 

基本財産評価益 

 

土地受贈益 

投資有価証券受贈益 

 

 

 

 

指定正味財産を充当した基本財産の評価益 

 基本財産評価益  

特定資産評価益  指定正味財産を充当した特定資産の評価益 

 特定資産評価益  

基本財産評価損  指定正味財産を充当した基本財産の評価損 

 基本財産評価損  

特定資産評価損  指定正味財産を充当した特定資産の評価損 

 特定資産評価損  

一般正味財産へ

の振替額 

 指定正味財産から一般正味財産への振替額 

 一般正味財産への振替額  

 

３－１ キャッシュ・フロー計算書に係る科目及び取扱要領（事業活動によるキャッシュ・

フローを直接法により表示する場合） 

（事業活動によるキャッシュ・フロー） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

事業活動収入   

基本財産運用収

入 

  

 基本財産運用収入  

入会金収入   

 入会金収入  

会費収入   

 会費収入  

事業収入   

 事業収入  

補助金等収入   

 補助金収入  

負担金収入   

 負担金収入  

事業活動支出   

事業費支出   

 事業費支出  

管理費支出   

 管理費支出  
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

投資活動収入   

固定資産売却収

入 

  

 固定資産売却収入  

投資有価証券売

却収入 

  

 投資有価証券売却収入  

投資活動支出   

固定資産取得支

出 

  

 固定資産取得支出  

投資有価証券取

得支出 

  

 投資有価証券取得支出  

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

財務活動収入   

借入金収入   

 借入金収入  

財務活動支出   

借入金返済支出   

 借入金返済支出  

 

３－２ キャッシュ・フロー計算書に係る科目及び取扱要領（事業活動によるキャッシュ・

フローを間接法により表示する場合） 

（事業活動によるキャッシュ・フロー） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

当期一般正味財産

増減額 

  

 当期一般正味財産増減額  

キャッシュ・フロー

への調整額 

  

減価償却費   

 減価償却費  

基本財産の増減

額 

  

 基本財産の増減額 償却原価法による利息計上額で基本財産に加算され

たものを含む 

退職給付引当金   
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の増減額 

 退職給付引当金の増減額  

未収金の増減額   

 未収金の増減額  

貯蔵品の増減額   

 貯蔵品の増減額  

未払金の増減額   

 

指定正味財産か

らの振替額 

 

指定正味財産増加

収入 

補助金等収入 

未払金の増減額 

 

 

指定正味財産からの振替額 

 

 

 

国庫補助金収入 

 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  ３－１と同じ。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  ３－１と同じ。 
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様式１ 

貸 借 対 照 表 

平成 年 月 日現在 
科      目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ 資産の部 
１．流動資産 

現金預金 
……………… 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

流動資産合計 ××× ××× ××× 
２．固定資産 
(1) 基本財産 

土 地 
……………… 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

基本財産合計 ××× ××× ××× 
(2) 特定資産 

退職給付引当資産 
減価償却引当資産 
……………… 

 
××× 
××× 
××× 

 
××× 
××× 
××× 

 
××× 
××× 
××× 

特定資産合計 ××× ××× ××× 
(3) その他固定資産 

……………… 
 

××× 
 

××× 
 

 ××× 
その他固定資産合計 ××× ××× ××× 
固定資産合計 ××× ××× ××× 
資産合計 ××× ××× ××× 

Ⅱ 負債の部 
１．流動負債 
    未払金 

……………… 

 
 

×××  
××× 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

流動負債合計 ××× ××× ××× 
２．固定負債 

退職給付引当金 
……………… 

 
××× 
××× 

 
××× 
××× 

 
××× 
××× 

固定負債合計 ××× ××× ××× 
負債合計 ××× ××× ××× 

Ⅲ 正味財産の部 
１．指定正味財産 

国庫補助金 
……………… 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

 
 

××× 
××× 

指定正味財産合計 
（うち基本財産への充当額） 
（うち特定資産への充当額） 

××× 
（×××） 
（×××） 

××× 
（×××） 
（×××） 

××× 
（×××） 
（×××） 

２．一般正味財産 
（うち基本財産への充当額） 
（うち特定資産への充当額） 

××× 
（×××） 
（×××） 

××× 
（×××） 
（×××） 

××× 
（×××） 
（×××） 

正味財産合計 ××× ××× ××× 
負債及び正味財産合計 ××× ××× ××× 
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様式２ 
正味財産増減計算書 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部 
１．経常増減の部 
(1) 経常収益 
① 基本財産運用益 
 ……………… 

② 受取入会金 
 ……………… 

③ 受取会費 
 ……………… 

④ 事業収益 
 ……………… 

⑤ 受取補助金等 
 ……………… 

 
 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
経常収益計 ××× ××× ××× 

(2) 経常費用 
① 事業費 
 ……………… 

② 管理費 
 ……………… 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 
経常費用計 ××× ××× ××× 
当期経常増減額 ××× ××× ××× 

２．経常外増減の部 
(1) 経常外収益 
① 固定資産売却益 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 
経常外収益計 ××× ××× ××× 

(2) 経常外費用 
① 固定資産売却損 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
経常外費用計 ××× ××× ××× 
当期経常外増減額 ××× ××× ××× 
当期一般正味財産増減額 ××× ××× ××× 
一般正味財産期首残高 ××× ××× ××× 
一般正味財産期末残高 ××× ××× ××× 

Ⅱ 指定正味財産増減の部 
① 受取補助金等 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
当期指定正味財産増減額 ××× ××× ××× 
指定正味財産期首残高 ××× ××× ××× 
指定正味財産期末残高 ××× ××× ××× 

Ⅲ 正味財産期末残高 ××× ××× ××× 
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様式３ 

財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

………………………… 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

………………………… 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

………………………… 

(4) 引当金の計上基準 

………………………… 

(5) リース取引の処理方法 

………………………… 

(6) 消費税等の会計処理 

………………………… 

(7) ………………………… 

 

２．会計方針の変更 

………………………… 

 

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

土   地 

……………………………… 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

小 計 ××× ××× ××× ××× 

特定資産 

退職給付引当資産 

……………………………… 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

小 計 ××× ××× ××× ××× 

合 計 ××× ××× ××× ××× 
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４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

科 目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に

対応する額）

基本財産 

土   地 

………………………………… 

 

××× 

××× 

 

（×××） 

（×××） 

 

（×××） 

（×××） 

 

－ 

－ 

小 計 ××× （×××） （×××） － 

特定資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

………………………………… 

 

××× 

××× 

××× 

 

－ 

（×××） 

（×××） 

 

（×××） 

（×××） 

（×××） 

 

（×××） 

－ 

（×××） 

小 計 ××× （×××） （×××） （×××） 

合 計 ××× （×××） （×××） （×××） 

 

５．担保に供している資産 

……（資産）×××円（帳簿価額）は、長期借入金×××円の担保に供している。 

 

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合） 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建   物 

…………………………………… 

…………………………………… 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

合 計 ××× ××× ××× 

 

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高（貸倒引当金を直接控除した残

額のみを記載した場合） 

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。 

科 目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未 収 金 

…………………………………… 

…………………………………… 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

合 計 ××× ××× ××× 

 

８．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務 

○○○に対する保証債務は、×××円である。 
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９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

科 目 帳簿価額 時  価 評価損益 

国 債 

○○株式会社社債 

…………………………………… 

…………………………………… 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

××× 

合 計 ××× ××× ××× 

 

10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

補助金等の名称 交付者 
前期末 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

○○補助金 

………………… 

助成金 

○○助成金 

………………… 

○○○ 

………………… 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

 

××× 

合        計 ××× ××× ××× ××× 

 

指定正味財産 

流動負債 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

 

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

内 容 金 額 

経常収益への振替額 

減価償却費計上による振替額 

………………………………… 

経常外収益への振替額 

目的達成による指定解除額 

………………………………… 

 

××× 

××× 

 

××× 

××× 

合 計 ××× 

 

12．関連当事者との取引の内容 

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 
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関係内容 

属 性 

法人

等の

名称

住所 
資産 

総額 

事業の

内容又

は職業

議決権

の所有

割合 

役員の

兼務等

事業上

の関係

取引

の内

容 

取引 

金額 
科目 

期末

残高

 

 
        

 
  

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 

13．重要な後発事象 

………………………… 

 

14．その他 

………………………… 
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様式４ 
財 産 目 録 

平成 年 月 日現在 
科      目 金   額 

Ⅰ 資産の部 
１．流動資産 

現金預金 
 現金手許有高 
 普通預金 ○○銀行○○支店 
未収会費  ××年度会費××名分 
…………  ……………… 

 
 
 

××× 
××× 
××× 
××× 

  

流動資産合計  ×××  
２．固定資産 
(1) 基本財産 

土 地   ○○平米 
投資有価証券 第○回利付国債 
…………  ……………… 

 
 

××× 
××× 
××× 

  

基本財産合計 ×××   
(2) 特定資産 

退職給付引当資産 定期預金  
○○銀行○○支店 

…………  ……………… 

 
××× 

 
××× 

  

特定資産合計 ×××   
(3) その他固定資産 

…………  ……………… 
…………  ……………… 

 
××× 
××× 

  

その他固定資産合計 ×××   
固定資産合計  ×××  
資産合計   ××× 

Ⅱ 負債の部 
１．流動負債 

未払金   ○○に対する未払額 
…………  ……………… 

 
 

××× 
××× 

  

流動負債合計   
２．固定負債 

退職給付引当金 
…………  ……………… 

 
××× 
××× 

××× 
 
 

 

固定負債合計  ×××  
負債合計   ××× 
正味財産   ××× 
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様式５－１ 
貸 借 対 照 表 総 括 表 

平成 年 月 日現在 
科      目 一般会計 ○○特別会計 ○○特別会計 内部取引消去 合   計 

Ⅰ 資産の部  
 １．流動資産  
    中科目別記載  
    流動資産合計  
２．固定資産  
  (1) 基本財産  
    中科目別記載  
    基本財産合計  
  (2) 特定資産  
    中科目別記載  
    特定資産合計  
(3) その他固定資産  

    中科目別記載  
    その他固定資産合計  
    固定資産合計  
    資産合計  
Ⅱ 負債の部  
 １．流動負債  
    中科目別記載  
    流動負債合計  
 ２．固定負債  
    中科目別記載  
    固定負債合計  
    負債合計  
Ⅲ 正味財産の部  
 １．指定正味財産  
    中科目別記載  
    指定正味財産合計  
    （うち基本財産への充当額）  
    （うち特定資産への充当額）  
 ２．一般正味財産  
    （うち基本財産への充当額）  
    （うち特定資産への充当額）  
    正味財産合計  
    負債及び正味財産合計  
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様式５－２ 
正味財産増減計算書総括表 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 一般会計 ○○特別会計 ○○特別会計 内部取引消去 合   計 

Ⅰ 一般正味財産増減の部      
 １．経常増減の部         
  (1) 経常収益      
    中科目別記載      
    経常収益計      
  (2) 経常費用      
    中科目別記載      
    経常費用計      
    当期経常増減額      
 ２．経常外増減の部      
  (1) 経常外収益      
    中科目別記載      
    経常外収益計      
  (2) 経常外費用      
    中科目別記載      
    経常外費用計      
    当期経常外増減額      
    当期一般正味財産増減額      
    一般正味財産期首残高      
    一般正味財産期末残高      
Ⅱ 指定正味財産増減の部      

中科目別記載      
当期指定正味財産増減額      
指定正味財産期首残高      
指定正味財産期末残高      

Ⅲ 正味財産期末残高      
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様式６－１（事業活動によるキャッシュ・フローを直接法により表示する場合） 
キャッシュ・フロー計算書 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー 
１．事業活動収入 
① 基本財産運用収入 
 ……………… 

② 入会金収入 
 ……………… 

③ 会費収入 
 ……………… 

④ 事業収入 
 ……………… 

⑤ 補助金等収入 
……………… 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
事業活動収入計 ××× ××× ××× 

２．事業活動支出 
① 事業費支出 
 ……………… 

② 管理費支出 
 ……………… 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 
事業活動支出計 ××× ××× ××× 
事業活動によるキャッシュ・フロー ××× ××× ××× 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
１．投資活動収入 
① 固定資産売却収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 
投資活動収入計 ××× ××× ××× 

２．投資活動支出 
① 固定資産取得支出 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
投資活動支出計 ××× ××× ××× 
投資活動によるキャッシュ・フロー ××× ××× ××× 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
１．財務活動収入 
① 借入金収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 
財務活動収入計 ××× ××× ××× 

２．財務活動支出 
① 借入金返済支出 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
財務活動支出計 ××× ××× ××× 
財務活動によるキャッシュ・フロー ××× ××× ××× 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ××× ××× ××× 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 ××× ××× ××× 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ××× ××× ××× 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ××× ××× ××× 
（注）１ 資金の範囲  資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。 

２ 重要な非資金取引  現物により寄付を受けた固定資産が×××円ある。 
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様式６－２（事業活動によるキャッシュ・フローを間接法により表示する場合） 
キャッシュ・フロー計算書 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー    
１．当期一般正味財産増減額 
２．キャッシュ・フローへの調整額 
① 減価償却費 
② 基本財産の増減額 
③ 退職給付引当金の増減額 
④ 未収金の増減額 
⑤ 貯蔵品の増減額 
⑥ 未払金の増減額 
⑦ 指定正味財産からの振替額 
⑧ ……………… 

××× 
 

××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 

××× 
 

××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 

××× 
 

××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 
××× 

小  計 ××× ××× ××× 
３．指定正味財産増加収入 
① 補助金等収入 

……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
指定正味財産増加収入計 ××× ××× ××× 
事業活動によるキャッシュ・フロー ××× ××× ××× 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
１．投資活動収入 
① 固定資産売却収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 
投資活動収入計 ××× ××× ××× 

２．投資活動支出 
① 固定資産取得支出 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
投資活動支出計 ××× ××× ××× 
投資活動によるキャッシュ・フロー ××× ××× ××× 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
１．財務活動収入 
① 借入金収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 
財務活動収入計 ××× ××× ××× 

２．財務活動支出 
① 借入金返済支出 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 
財務活動支出計 ××× ××× ××× 
財務活動によるキャッシュ・フロー ××× ××× ××× 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ××× ××× ××× 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 ××× ××× ××× 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ××× ××× ××× 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ××× ××× ××× 
（注）１ 資金の範囲  資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。 

２ 重要な非資金取引  現物により寄付を受けた固定資産が×××円ある。 
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公益法人会計基準の運用指針について 
 

平 成 １ ７ 年 ３ 月 ２ ３ 日 
公益法人等の指導監督等に関する 
関係省庁連絡会議幹事会申合せ 

 
 
「公益法人会計基準の改正等について」（平成１６年１０月１４日公益法人等の指導監督

等に関する関係省庁連絡会議申合せ）に基づき、新たな公益法人会計基準（以下「新会計

基準」という。）の適用に当たって特に必要となる事項について、下記のとおり運用指針を

申し合わせる。 
 

記 
 
１．新会計基準適用初年度における前事業年度の財務諸表の記載について 
新会計基準適用初年度においては、前事業年度の貸借対照表及び正味財産増減計算書

の記載は不要とする。 
 
２．退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異の取扱いについて 
退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異については、平成１８年４月１日以後

開始する最初の事業年度から１５年以内の一定の年数にわたり定額法により費用処理す

るものとする。 
 
３．過年度分の減価償却費の取扱いについて 
減価償却を行っていない資産を有する公益法人においては、原則として新会計基準適

用初年度に過年度分の減価償却費を計上するものとする。この場合、過年度の減価償却

費については、正味財産増減計算書の経常外費用に計上するものとする。 
ただし、過年度分の減価償却費を一括して計上せず、新会計基準適用初年度の期首の帳

簿価額を取得価額とみなし、当該適用初年度を減価償却の初年度として、以後継続的に減

価償却することも認める。なお、この場合に適用する耐用年数は、新規に取得した場合の

耐用年数から経過年数を控除した年数とするものとし、その旨を重要な会計方針として注

記するものとする。  
なお、平成１８年４月１日以後開始する最初の事業年度の期首において所有する固定資

産のうち、取得時から減価償却を実施せず、その後経過年数を考慮しない耐用年数で減価

償却を実施しているものがある場合には、当該資産の償却は従前の方法で継続して実施す

ることができるものとする。 

資料8 
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４．新会計基準適用初年度における有価証券の取扱いについて 
（１）一般正味財産を充当した資産として所有している有価証券 
① 時価評価が適用される有価証券 

新会計基準適用初年度の期首において一般正味財産を充当した資産として所有し

ている有価証券のうち、時価評価が適用されるものについては、当該適用の前事業

年度末の帳簿価額と前事業年度末の時価の差額は、適用初年度において正味財産増

減計算書の経常外収益又は経常外費用とするものとする。ただし、重要性が乏しい

場合には経常収益又は経常費用とすることができるものとする。 
② 償却原価法が適用される有価証券 
新会計基準適用初年度の期首において一般正味財産を充当した資産として所有し

ている有価証券のうち、償却原価法が適用されるものについては、次のいずれかの

方法によるものとする。 
ア 取得時まで遡って償却原価法を適用する方法。なお、この方法をとる場合は、

過年度分については経常外収益又は経常外費用とするものとする。ただし、重

要性が乏しい場合には経常収益又は経常費用とすることができるものとする。 
イ 新会計基準適用初年度の期首の帳簿価額を取得価額とみなして、当該適用初

年度の期首から満期日までの期間にわたって償却する方法 
（２）指定正味財産を充当した資産として所有している有価証券 
① 時価評価が適用される有価証券 

新会計基準適用初年度の期首において指定正味財産を充当した資産として所有し

ている有価証券のうち、時価評価が適用されるものについては、当該適用の前事業

年度末の帳簿価額と前事業年度末の時価の差額は、原則として過年度分として当事

業年度分と区分して表示するものとする。ただし、重要性が乏しい場合には一括し

て表示することができるものとする。 
② 償却原価法が適用される有価証券 

新会計基準適用初年度の期首において指定正味財産を充当した資産として所有し

ている有価証券のうち、償却原価法が適用されるものについては、次のいずれかの

方法によるものとする。 
ア 取得時まで遡って償却原価法を適用する方法。なお、この方法による場合は、

原則として過年度分については当事業年度分と区分して表示するものとする。

ただし、重要性が乏しい場合には一括して表示することができるものとする。 
イ 新会計基準適用初年度の期首の帳簿価額を取得価額とみなして、当該適用初

年度の期首から満期日までの期間にわたって償却する方法 
 



  

 89

５．新会計基準への移行時における過年度分の収益又は費用の取扱いについて 
新会計基準への移行時における過年度分の収益又は費用の取扱いについては、新会計

基準適用初年度において、原則として、正味財産増減計算書の経常外収益又は経常外費

用に計上するものとする。ただし、重要性が乏しい場合には経常収益又は経常費用とす

ることができるものとする。 
なお、経常外収益又は経常外費用に計上する科目が複数になる場合には、経常外収益

又は経常外費用においてそれぞれの科目として計上する方法のほか、経常外収益又は経

常外費用毎にそれぞれ「新会計基準適用に伴う過年度修正額」等の科目として計上する

方法によることもできるが、後者による場合はその内訳科目を設け、又は内訳を注記す

ることとする。 
 
６．特定資産、指定正味財産及び一般正味財産の新会計基準適用初年度の期首残高につい

て 
特定資産、指定正味財産及び一般正味財産の新会計基準適用初年度の期首残高につい

ては、当該適用の前事業年度末の貸借対照表を組み替えて算定するものとする。このう

ち、正味財産について過年度に受け入れたものは、新会計基準適用時に寄付者等の意思

により制約されていることが明らかなものについて、指定正味財産の期首残高とする。 
 
７．キャッシュ・フロー計算書を作成しなければならない大規模公益法人の規模について 
キャッシュ・フロー計算書を作成しなければならない大規模公益法人は、前事業年度の

財務諸表において資産の合計額が１００億円以上若しくは負債の合計額が５０億円以上

又は経常収益の合計額が１０億円以上の公益法人とする。 

なお、当該事業年度において大規模公益法人としてキャッシュ・フロー計算書を作成し

た公益法人は、次の事業年度に限り、大規模公益法人に該当しなくてもキャッシュ・フロ

ー計算書を作成しなければならない。 

また、キャッシュ・フロー計算書については新会計基準適用２年度目より作成するも

のとする。キャッシュ・フロー計算書を作成する初年度においては、前事業年度分の記

載は要請しない。 
 
８．退職給付会計における退職給付債務の期末要支給額による算定について 

退職給付会計の適用に当たり、退職給付の対象となる職員数が３００人未満の公益法

人のほか、職員数が３００人以上であっても、年齢や勤務期間に偏りがあるなどにより

数理計算結果に一定の高い水準の信頼性が得られない公益法人や原則的な方法により算

定した場合の額と期末要支給額との差異に重要性が乏しいと考えられる公益法人におい

ては、退職一時金に係る債務について期末要支給額により算定することができるものと

する。 
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９．関連当事者との取引の内容について 
（１）関連当事者の範囲 
  ① 当該公益法人を支配する法人 

当該公益法人を支配する法人（以下「支配法人」という。）とは、当該公益法人の

財務及び事業の方針を決定する機関を支配している法人をいい、次の場合には当該

法人は、支配法人に該当するものとする。 
ア 当該法人の役員若しくは職員である者、又はこれらであった者で自己が当該

公益法人の財務及び事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、

当該公益法人の理事会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占めている

こと 
イ 当該公益法人の重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在す

ること 
ウ 当該公益法人の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されているものに

限る。）の総額の過半についての融資を行っていること 
ただし、財務上又は事実上の関係から当該公益法人の意思決定機関を支配してい

ないことが明らかな場合には、対象外とすることができるものとする。 
② 当該公益法人によって支配される法人 

当該公益法人によって支配される法人（以下「被支配法人」という。）とは、当該

公益法人が他の法人の財務及び事業の方針を決定する機関を支配している場合の他

の法人をいい、次の場合には当該他の法人は、被支配法人に該当するものとする。 
ⅰ）当該他の法人が出資等により議決権を行使することができる形態の場合 
ア 当該公益法人が他の法人の議決権の過半数を自己の計算において所有してい

ること 
イ 当該公益法人が他の法人の議決権の１００分の４０以上、１００分の５０以下

を自己の計算において所有している場合で、以下のいずれかの要件に該当する

こと 
a.  自己の計算において所有している議決権と、自己と出資、人事、資金、技術、
取引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決

権を行使すると認められる者及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使す

ることに同意している者が所有している議決権とを合わせて、他の法人の議決

権の過半数を占めていること 
b.  当該公益法人の役員若しくは職員である者、又はこれらであった者で自己が
他の法人の財務及び事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者

が、他の法人の取締役会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占めてい

ること 
c.  他の法人の重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在する
こと 

d.  他の法人の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されているものに限
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る。）の総額の過半についての融資を行っていること 
e.  その他、他の法人の意思決定機関を支配していることが推測される事実が存
在すること 

ⅱ）当該他の法人が出資等により議決権を行使することができない形態の場合 
ア 当該公益法人の役員若しくは職員である者、又はこれらであった者で自己が他

の法人の財務及び事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、

他の法人の理事会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占めていること 
イ 他の法人の重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在するこ

と 
ウ 他の法人の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されているものに限る。）

の総額の過半についての融資を行っていること 
ただし、当該公益法人が他の法人の財務上又は事実上の関係から他の法人の意思

決定機関を支配していないことが明らかな場合には、対象外とすることができるも

のとする。 
③ 当該公益法人と同一の支配法人をもつ法人 
当該公益法人と同一の支配法人をもつ法人とは、支配法人が当該公益法人以外に

支配している法人のこととする。 
④ 当該公益法人の役員及びその近親者 
当該公益法人の役員及びその近親者とは、以下に該当するものとする。 
ア 役員（準ずる者を含む）及びその近親者（２親等内の親族及びこの者と特別の

関係にある者） 
イ 役員（準ずる者を含む）及びその近親者が議決権の過半数を有している法人 
なお、相談役、顧問その他これに類する者で、当該公益法人内における地位、職

務等からみて役員と同様に実質的に公益法人の経営に従事していると認められる者

も、役員に準ずる者として対象とすることとする。 
ただし、公益法人の役員（準ずる者を含む）のうち、対象とする役員は有給常勤

役員に限定するものとする。 
（２）重要性の基準 
  ① 支配法人、被支配法人又は同一の支配法人を持つ法人との取引 
   ア 正味財産増減計算書項目に係る関連当事者との取引 

経常収益又は経常費用の各項目に係る関連当事者との取引については、各項目

に属する科目ごとに、経常収益又は経常費用の合計額の１００分の１０を超える

取引を開示する。 
経常外収益又は経常外費用の各項目に係る関連当事者との取引については、各項

目に属する科目ごとに１００万円を超える増減額について、その取引総額を開示

し、取引総額と損益が相違する場合には損益を併せて開示する。 
なお、指定正味財産から経常収益や経常外収益に振替られたものについては、関

連当事者との取引の開示においては含めないものとする。 
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指定正味財産増減の部の各項目に係る関連当事者との取引については、各項目に

属する科目ごとに１００万円を超える増加額について、その取引総額を開示する。 
ただし、経常外収益又は経常外費用の各項目及び指定正味財産の部に係る関連当

事者との取引については、上記基準により開示対象となる場合であっても、各項

目に属する科目の取引に係る損益の合計額が、当期一般正味財産増減額の１００

分の１０以下となる場合には、開示を要しないものとする。 
   イ 貸借対照表項目等に係る関連当事者との取引 
     貸借対照表項目に属する科目の残高及びその注記事項に係る関連当事者との取

引、被保証債務並びに関連当事者による当該法人の債務に対する担保提供資産に

係る取引については、その金額が資産の合計額の１００分の１を超える取引につ

いて開示する。 
ただし、資金貸借取引、有形固定資産や有価証券の購入・売却取引等について

は、それぞれの残高が１００分の１以下であっても、取引の発生総額が資産の合

計額の１００分の１を超える場合には開示を要するものとする。 
  ② 役員及びその近親者との取引 
    役員及びその近親者との取引については、正味財産増減計算書項目及び貸借対照

表項目のいずれに係る取引についても、１００万円を超える取引については全て開

示対象とするものとする。 
 
１０．指定正味財産として計上される額について 
指定正味財産として計上される額は、例えば、以下のような寄付によって受け入れた資

産で、寄付者等の意思により当該資産の使途、処分又は保有形態について制約が課せられ

ている場合の当該資産の価額をいうものとする。 
① 寄付者等から財団法人の基本財産として保有することを指定された土地 
② 寄付者等から奨学金給付事業のための基金として、当該法人が元本を維持するこ

とを指定された金銭 
 
１１．補助金等の取扱いについて 
  公益法人会計基準注解の（注１１）における補助金等とは、補助金、負担金、利子補

給金及びその他相当の反対給付を受けない給付金等をいう。なお、補助金等には役務の

対価としての委託費等については含まないものとする。 
 
１２．資産の時価が著しく下落した場合について 

資産の時価が著しく下落したときとは、時価が帳簿価額から概ね５０％を超えて下落

している場合をいうものとする。 
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公益法人会計における内部管理事項について 

 
平 成 １ ７ 年 ３ 月 ２ ３ 日 
公益法人等の指導監督等に関する 
関係省庁連絡会議幹事会申合せ 

 

 

 「公益法人会計基準の改正等について」（平成１６年１０月１４日公益法人等の指導監督

等に関する関係省庁連絡会議申合せ）に基づき、新たな公益法人会計基準を適用する場合

に実施すべき内部管理事項について、下記のとおり統一的な取扱いを申し合わせる。 
 

記 
 
１ 会計処理規程について 

公益法人は、固定資産管理者、出納責任者、会計帳簿、収支の期間区分に関する

事項、科目間の流用及び予備費の使用等の予算に関する事項等、会計処理のために

必要な事項について会計処理規程を作成するものとする。 

当該会計処理規程で定める予算に関する事項は、次のようなものが含まれるもの

とする。 

(1) 収入及び支出は、予算に基づいて行わなければならない。 

(2) 収支予算書は、原則として、当該事業年度の始まる以前に作成しなければな

らない。ただし、当該事業年度中においてこれを変更することができる。 

 

２ 会計帳簿について 
(1) 主要簿 

公益法人は、次の主要簿を備え、すべての取引を記帳しなければならない。 

イ 仕訳帳 

ロ 総勘定元帳 

(2) 補助簿 

公益法人は、原則として次に掲げる補助簿を備え、関係事項を記帳しなけれ

ばならない。 

イ 現金出納帳 

ロ 預金出納帳 

ハ 収支予算の管理に必要な帳簿 

ニ 固定資産台帳 

ホ 基本財産台帳 

資料9 
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ヘ 特定資産台帳 

ト 会費台帳 

チ 指定正味財産台帳 

(3) 会計帳簿の様式 

会計帳簿は、公正な会計慣行の様式により作成するものとする。 

 

３ 収支予算書について 
収支予算書は、以下に掲げる事項に留意して作成するものとする。ただし、従前

の例による作成も妨げない。 

(1) 収支予算書は、当該事業年度において見込まれるすべての収入及び支出の内

容を明りょうに表示するものでなければならない。 

(2) 収支予算書の科目は、別表に準拠してその性質を示す適当な名称で表示する

ものとする。 

(3) 収支予算書は、事業活動収支の部、投資活動収支の部及び財務活動収支の部

に区分するものとする。 

(4) 収支予算書は、様式１に準じ作成するものとする。この場合において、特別

会計を設けているときは、様式４－１に準じ総括表を併せて作成するものとす

る。なお、他の会計区分との間において生ずる内部取引高は、総括表において

相殺消去するものとする。 

(5) 収支予算書には、次の事項を注記するものとする。 

イ 借入金限度額 

ロ 債務負担額 

 

４ 収支計算書について 

収支計算書は、以下に掲げる事項に留意して作成するものとする。ただし、従前

の例による作成も妨げない。 

(1) 収支計算書は、当該事業年度におけるすべての収入及び支出の内容を明りょ

うに表示するものでなければならない。 

(2) 収支計算書の科目は、別表に準拠してその性質を示す適当な名称で表示する

ものとする。 

(3) 収支計算書は、収支の予算額と決算額とを対比して表示しなければならない。 

(4) 収支計算書は、事業活動収支の部、投資活動収支の部及び財務活動収支の部

に区分するものとする。 

(5) 収支計算書は、様式２に準じ作成するものとする。この場合において、特別

会計を設けているときは、様式４－２に準じ総括表を併せて作成するものとす

る。なお、他の会計区分との間において生ずる内部取引高は、総括表において
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相殺消去するものとする。 

(6) 収支計算書には、次の事項を注記するものとする。 

イ 資金の範囲 

ロ 資金の範囲を変更したときは、その旨及び当該変更による影響額 

ハ 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 

ニ 予算額と決算額との差異が著しい科目については、その科目及びその理由 

ホ 科目間の流用及び予備費の使用があった場合には、当該科目及び金額 

ヘ その他公益法人の収支の状況を明らかにするために必要な事項 

 

５ 書類の保存について 
公益法人の財務諸表（貸借対照表、正味財産増減計算書及び財産目録をいう。た

だし、大規模公益法人においては、キャッシュ・フロー計算書も含む。）、会計帳簿、

収支予算書及び収支計算書は、最低１０年間保存しなければならない。 
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別表 
 

収支予算書及び収支計算書の科目 

 ここに示した科目は、一般的、標準的なものであり、事業の種類、規模等に応じて科目

を追加又は省略することができる。なお、必要に応じて小科目を設定することが望ましい。 

 
収支予算書及び収支計算書に係る科目及び取扱要領 

（事業活動収支の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

事業活動収入 

基本財産運用収

入 

 

 

 

基本財産利息収入 

基本財産配当金収入 

基本財産賃貸料収入 

 

基本財産の運用による収入 

特定資産運用収

入 

 

 

特定資産利息収入 

特定資産配当金収入 

 

特定資産の運用による収入 

入会金収入  

入会金収入 

 

会費収入 

 

 

正会員会費収入 

特別会員会費収入 

賛助会員会費収入 

 

事業収入 

 

 

○○事業収入 

 

補助金等収入  

国庫補助金収入 

地方公共団体補助金収入 

民間補助金収入 

○○受託収入 

国庫助成金収入 

地方公共団体助成金収入 

民間助成金収入 

 

負担金収入  

負担金収入 

 

寄付金収入  

寄付金収入 

募金収入 
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雑収入  

受取利息収入 

有価証券運用収入 

雑収入 

 

 他会計からの繰

入金収入 

 

 

○○会計からの繰入金収入 

（注２） 

事業活動支出   

事業費支出  事業の目的のために直接要した支出で管理費支出以

外のもの 

 給料手当支出 

臨時雇賃金支出 

退職給付支出 

福利厚生費支出 

旅費交通費支出 

通信運搬費支出 

消耗什器備品費支出 

消耗品費支出 

修繕費支出 

印刷製本費支出 

燃料費支出 

光熱水料費支出 

賃借料支出 

保険料支出 

諸謝金支出 

租税公課支出 

負担金支出 

前払金支出 

寄付金支出 

委託費支出 

雑支出 

 

管理費支出  

 

各種の業務を管理するため、毎年度経常的に要する

支出 

 役員報酬支出 

給料手当支出 

退職給付支出 

福利厚生費支出 

会議費支出 

旅費交通費支出 

通信運搬費支出 

消耗什器備品費支出 

消耗品費支出 

修繕費支出 

印刷製本費支出 

燃料費支出 
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 光熱水料費支出 

賃借料支出 

火災保険料支出 

諸謝金支出 

租税公課支出 

負担金支出 

寄付金支出 

支払利息支出 

雑支出 

 

他会計への繰入

金支出 

 

 

○○会計への繰入金支出 

（注２） 

 

（投資活動収支の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

投資活動収入   

基本財産取崩収

入 

 

 

土地売却収入 

投資有価証券売却収入 

 

特定資産取崩収

入 

 

 

退職給付引当資産取崩収入 

減価償却引当資産取崩収入 

 

固定資産売却収

入 

 

 

 

 

 

 

土地売却収入 

建物売却収入 

車両運搬具売却収入 

什器備品売却収入 

固定資産の売却による収入 

投資有価証券売

却収入 

 

 

投資有価証券売却収入 

 

敷金・保証金戻り

収入 

 

 

敷金戻り収入 

保証金戻り収入 

 

投資活動支出   

基本財産取得支

出 

 

 

土地取得支出 

投資有価証券取得支出 
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特定資産取得支

出 

 

退職給付引当資産取得支出 

減価償却引当資産取得支出 

 

固定資産取得支

出 

 

 

 

 土地購入支出 

建物建設（購入）支出 

構築物建設支出 

車両運搬具購入支出 

什器備品購入支出 

建設仮勘定支出 

借地権購入支出 

 

投資有価証券取

得支出 

 

 

 

投資有価証券取得支出 

 

敷金・保証金支出 

 

 

敷金支出 

保証金支出 

 

 

（財務活動収支の部） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

財務活動収入   

 借入金収入  

短期借入金収入 

長期借入金収入 

 

財務活動支出   

借入金返済支出 

 

 

短期借入金返済支出 

長期借入金返済支出 

 

 

（その他） 

科 目 

大 科 目 中 科 目 
取 扱 要 領 

予備費支出  

予備費支出 

収支予算書上の科目 

当期収支差額  

当期収支差額 

 

前期繰越収支差

額 

 

 

前期繰越収支差額 
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次期繰越収支差

額 

 

 

次期繰越収支差額 

資金の範囲は原則として現金預金及び短期債権債務

とする。 

 

 

（注１）収支予算書に係る注記事項 

１ 借入金限度額 ……当該年度中において許容される短期借入の最高限度額をいう。 

２ 債務負担額  ……次年度以降の各年度において許容される債務負担の最高限度額及びその累計額

をいう。 

（注２）他会計からの繰入金収入及び他会計への繰入金支出の区分について 

他会計からの繰入金収入及び他会計への繰入金支出については、事業活動収支の部に限らず、性

質に応じ適切に区分するものとする。 
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様式１ 
収 支 予 算 書 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 予算額 前年度予算額 増 減 備 考 

Ⅰ 事業活動収支の部 
１．事業活動収入 
① 基本財産運用収入 
 ……………… 

② 入会金収入 
 ……………… 

③ 会費収入 
 ……………… 

④ 事業収入 
 ……………… 

⑤ 補助金等収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 

事業活動収入計 ××× ××× ×××  
２．事業活動支出 
① 事業費支出 
 ……………… 

② 管理費支出 
……………… 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 

 

事業活動支出計 ××× ××× ×××  
事業活動収支差額 ××× ××× ×××  

Ⅱ 投資活動収支の部 
１．投資活動収入 
① 固定資産売却収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 

投資活動収入計 ××× ××× ×××  
２．投資活動支出 
① 固定資産取得支出 

……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 

 

投資活動支出計 ××× ××× ×××  
投資活動収支差額 ××× ××× ×××  

Ⅲ 財務活動収支の部 
１．財務活動収入 
① 借入金収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 

財務活動収入計 ××× ××× ×××  
２．財務活動支出 
① 借入金返済支出 
 ……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 

 

財務活動支出計 ××× ××× ×××  
財務活動収支差額 ××× ××× ×××  

Ⅳ 予備費支出 ××× ××× ×××  
当期収支差額 ××× ××× ×××  
前期繰越収支差額 ××× ××× ×××  
次期繰越収支差額 ××× ××× ×××  

（注）１ 借入金限度額  ×××円 

   ２ 債務負担額   ×××円 （○○年度 ○○○円、○○年度 ○○○円……） 
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様式２ 
収 支 計 算 書 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 予算額 決算額 差 異 備 考 

Ⅰ 事業活動収支の部 
１．事業活動収入 
① 基本財産運用収入 
 ……………… 

② 入会金収入 
 ……………… 

③ 会費収入 
 ……………… 

④ 事業収入 
 ……………… 

⑤ 補助金等収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 
 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 
 

××× 

 

事業活動収入計 ××× ××× ×××  
２．事業活動支出 
① 事業費支出 
 ……………… 

② 管理費支出 
 ……………… 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 

 
 

××× 
 

××× 

 

事業活動支出計 ××× ××× ×××  
事業活動収支差額 ××× ××× ×××  

Ⅱ 投資活動収支の部 
１．投資活動収入 
① 固定資産売却収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 

投資活動収入計 ××× ××× ×××  
２．投資活動支出 
① 固定資産取得支出 

……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 

 

投資活動支出計 ××× ××× ×××  
投資活動収支差額 ××× ××× ×××  

Ⅲ 財務活動収支の部 
１．財務活動収入 
① 借入金収入 
 ……………… 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 
 
 

××× 

 

財務活動収入計 ××× ××× ×××  
２．財務活動支出 
① 借入金返済支出 

……………… 

 
 

××× 

 
 

××× 

 
 

××× 

 

財務活動支出計 ××× ××× ×××  
財務活動収支差額 ××× ××× ×××  

Ⅳ 予備費支出 ××× 
△××× 

    ―― ×××  
（注） 

当期収支差額 ××× ××× ×××  
前期繰越収支差額 ××× ××× ×××  
次期繰越収支差額 ××× ××× ×××  

（注）予備費△×××は○○○支出に充当使用した額である。
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様式３ 

収支計算書に対する注記 

 

１ 資金の範囲 

   資金の範囲には、現金預金、未収金、未払金、……及び……を含めている。なお、

前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。  

 

２ 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 

科   目 前期末残高 当期末残高 
現 金 預 金 ××× ××× 
未 収 金 ××× ××× 
…………………… ××× ××× 
合   計 ××× ××× 

未 払 金 ××× ××× 
…………………… ××× ××× 
合   計 ××× ××× 

次期繰越収支差額 ××× ××× 
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様式４－１ 
収 支 予 算 書 総 括 表 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 一般会計 ○○特別会計 ○○特別会計 内部取引消去 合   計

Ⅰ 事業活動収支の部      
 １．事業活動収入         
   中科目別記載      
   事業活動収入計      
 ２．事業活動支出      
   中科目別記載      
   事業活動支出計      
   事業活動収支差額      
Ⅱ 投資活動収支の部           
 １．投資活動収入      
   中科目別記載      
   投資活動収入計        
 ２．投資活動支出      
   中科目別記載      
   投資活動支出計      
   投資活動収支差額      
Ⅲ 財務活動収支の部           
 １．財務活動収入      
   中科目別記載        
   財務活動収入計       
 ２．財務活動支出      
   中科目別記載      
   財務活動支出計      
   財務活動収支差額      
Ⅳ 予備費支出      
   当期収支差額      
   前期繰越収支差額      
   次期繰越収支差額      
（記載上の注意） 当該事業年度の予算額のみを計上する。 
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様式４－２ 
収 支 計 算 書 総 括 表 

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 
科      目 一般会計 ○○特別会計 ○○特別会計 内部取引消去 合   計

Ⅰ 事業活動収支の部      
 １．事業活動収入         
   中科目別記載      
   事業活動収入計      
 ２．事業活動支出      
   中科目別記載      
   事業活動支出計      
   事業活動収支差額      
Ⅱ 投資活動収支の部           
 １．投資活動収入      
   中科目別記載      
   投資活動収入計        
 ２．投資活動支出      
   中科目別記載      
   投資活動支出計      
   投資活動収支差額      
Ⅲ 財務活動収支の部           
 １．財務活動収入      
   中科目別記載        
   財務活動収入計       
 ２．財務活動支出      
   中科目別記載      
   財務活動支出計      
   財務活動収支差額      
   当期収支差額      
   前期繰越収支差額      
   次期繰越収支差額      
（記載上の注意） 当該事業年度の決算額のみを計上する。 
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資料10

公益法人・公益信託一覧表

平成17年7月31日現在





























財  ぎょれん育英会
津市
広明町323-1 昭46.3.27

理事長
三谷 勝次

財  国史跡斎宮跡保存協会
多気郡明和町
馬之上945 平1.7.1

理事長
木戸口 眞澄

社  熊内報徳社
多気郡宮川村
熊内159 昭30.2.22

理事社長
岡村 峰男

社  栗谷報徳社
多気郡宮川村
栗谷211 昭30.2.22

理事社長
前田 節生

財  くわしん福祉文化協力基金
桑名市
大央町20番地 平8.1.22

理事長
木村 功

財  桑名市文化・スポーツ振興公社
桑名市
中央町三丁目
20番地

平6.4.1
理事長
水谷 元

社 元気クラブいなべ
いなべ市大安町
大井田２６６９番地３ 平17.2.2

会長
辻 忠樹

社  小切畑報徳社
多気郡宮川村
小切畑389 昭30.2.22

理事社長
水谷 義文

財  古和浦公民館
度会郡南島町
古和浦147-22 昭23.6.30

理事長
上村 辰也

社  神津佐報徳社
度会郡南勢町
神津佐515番地 明43.2.18

理事長
向井 正和

財  三銀熊野育英会
熊野市
木本町475 昭43.2.23

理事長
谷川 憲三

財  三泗教育会館
四日市市
西伊倉町2-8 昭42.3.4

理事長
飯田  実

財  四高会
四日市市
富田4-1-43 昭44.12.27

会長
熊澤 誠一郎

財  泗商学園会
四日市市
尾平町2705 昭32.8.13

理事長
片山 茂則

社  下真手報徳社
多気郡宮川村
下真手435-2 昭30.2.2

理事社長
喜多 良之

社  清水報徳社
多気郡宮川村
清水884 昭30.2.22

理事社長
左近 幸男

財  神武参剣道場
志摩市磯部町
上之郷上ノ里375-1 昭56.6.29

理事長
山路 啓雄

社  菅木屋報徳社
多気郡宮川村
菅木屋203 昭30.2.22

理事社長
小伊豆 史郎

財  鈴屋遺蹟保存会
松阪市
殿町1536-7 昭17.3.10

理事長
下村 猛

財  石水会館
津市
丸之内9-18 昭5.6.28

理事長
川喜多 貞久
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社  薗報徳社
多気郡宮川村
薗390-4 昭30.2.22

理事社長
橋本 和之

財  大得寺維持会
度会郡玉城町
田丸149 大12.2.14

理事
教来石 信雄

財  大日本みそぎ会
伊勢市
岩淵1-2-33 昭14.12.27

理事長
林 敏彦

財  高田青少年育成会
津市
一身田町2819 昭46.9.3

会長
常磐井 猷麿

財  多度青少年会館
桑名市多度町
多度1681 昭53.7.20

理事長
石川 久大

財  澄懐堂
四日市市
鵜の森1-1-19 昭61.4.8

理事長
森口 隆

財  津市社会教育振興会
津市
大字神戸
字小世古1680-1

昭54.8.25
理事長
松田 義廣

財  津徳本会
津市
大谷町1番地 昭29.3.30

理事長
小妻 道生

社  通町月中会
伊勢市
通町1339 昭46.12.22

理事長
堀口 新左衛門

財  特殊教育振興財団居仁会
四日市市
日永5039 昭54.12.24

理事長
藤田 貞雄

財  鳥羽市武道振興会
鳥羽市
大明東町1-6 昭52.12.22

会長
川村 光徳

社  夏草報徳社
志摩市磯部町
山原794 明43.1.26

理事社長
羽根 楠也

財  名張市社会教育振興会
名張市
松崎町1325-1 昭56.8.31

理事長
森本 孝子

財  日本カモシカセンタ-
三重郡菰野町
菰野8504番地 昭48.12.26

理事長
寺尾 武

財  白寿会
四日市市楠町
北五味塚1750 昭56.4.24

理事長
倉田 澄子

財  芭蕉翁顕彰会
伊賀市上野
丸之内117-13 昭30.10.5

会長
今岡 睦之

社  東大淀報徳社
伊勢市
東大淀町264 大2.1.28

理事社長
山中 久敏

財  戊申相互会
松阪市
駅部田町1427 昭6.4.25

理事長
上森 修

社  本田木屋報徳社
多気郡宮川村
本田木屋116 昭30.2.22

理事社長
小椋 友行

財  前田教育会
伊賀市上野
大谷670番地 平1.3.23

理事長
前田 維
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財  松阪徳義社
松阪市
殿町1274 明33.6.13

理事長
世古 貞雄

財  三重県学校給食会
津市
栄町1-891 昭31.12.1

理事長
御村 精治

財  三重県学校保健会
津市
広明町13 昭38.8.19

会長
加藤 正彦

財  三重県韓国人教育会
津市
西丸之内24-33 昭57.4.9

理事長
李 東翼

財  三重県教育弘済会
津市
桜橋2丁目142 平1.12.20

理事長
畑地 晃

財  三重県教育文化会館
津市
桜橋2丁目142 昭39.6.24

理事長
前嶌 徳男

財  三重キリスト教青年会
四日市市
西新地13-13 昭58.4.1

理事長
塚本 浩巳

社  三重県航空協会
伊勢市
東大淀町750 昭48.7.12

会長
岡井 紀道

財  三重県公立学校職員互助会
津市
栄町1-891 昭44.10.4

理事長
山口 脩二

財  三重県体育協会
鈴鹿市
御薗町1669 昭46.2.12

理事長
谷口繁

財  三重県退職教職員互助会
津市
桜橋2-142 昭48.2.2

理事長
前嶌  徳男

財  三重県武道振興会
津市
栗真中山町
一色816-6

昭52.8.15
理事長
石井 三好

財  三重県文化振興事業団 
津市
一身田
上津部田1234

平4.3.25
理事長
武村 泰男

財  三重県立美術館協力会
津市
大谷町11
三重県立美術館内

昭58.3.26
理事長
宮原 九一

社 三重県レクリエーション協会
津市
島崎町3-1
三重県島崎会館2階

平16.3.31
会長
斎藤  十郎

社 三重県人権教育研究協議会
津市一身田大古曽
６９３番地１三重県
人権センター内

平17.2.14
会長
福井 照真

社 三重県サッカー協会
鈴鹿市算所五丁目
２２番１８号 平17.3.8

会長
松尾 喬

財  三重同工会
松阪市
殿町1242 昭37.3.31

理事長
葛原 定郎

社  茂原報徳社
多気郡宮川村
茂原262 昭30.2.22

理事社長
野呂 幸助

財  諸戸育英会
桑名市
桑名663 大7.12.19

理事長
諸戸 正和
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所管 委託者 受託者 引受許可
年月日 信託目的

生活部 北川和彦 中央三井信託銀行㈱ 平2.6.20 奨学金支給
（就職進学支度金支給）

生活部 四日市NPOひろば
四日市市 中央三井信託銀行㈱ 平12.6.29 市民活動育成

教育委員会 賀川ヒサ子 ＵＦＪ信託銀行㈱ 昭60.10.24 教育振興ジャスミン高齢者教育振興基金

公益信託一覧表

名 称

鈴鹿市交通遺児育成援助基金

四日市市民活動ファンド
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